
R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

第１章　計画作成の趣旨等
　　　　　　　･･･
　３　作成の趣旨
　　　　　　　･･･
　５　計画の作成体制
第２章　高齢者等の現状と将来推計
　　　　　　　･･･
　３－１　長期推計（令和７年～令和２７年）

第１章　計画策定の趣旨等
　　　　　　　･･･
　３　策定の趣旨
　　　　　　　･･･
　５　計画の策定体制
第２章　高齢者等の現状と将来推計
　　　　　　　･･･
　３－１　長期推計（令和７年～令和３２年）

1 ｰ 1 2 第１章　計画作成の趣旨等 第１章　計画策定の趣旨等

1 ｰ 2 1 第１章　計画作成の趣旨等 第１章　計画策定の趣旨等

1 ｰ 3 1 ３　作成の趣旨 ３　策定の趣旨

1 ｰ 3 2

　高齢者を取り巻く環境は、急速な高齢化や少子化、核家族
化の進行、厳しい経済情勢など大きく変化しており、高齢者
のニーズも多様化してきたことから、平成１２年４月には社
会全体で支え合う仕組みとして介護保険制度が導入され･･･

　高齢者を取り巻く環境は、急速な高齢化や少子化、核家族
化の進行、厳しい経済情勢などにより大きく変化し、高齢者
のニーズも多様化してきたことから、平成１２年４月には社
会全体で支え合う仕組みとして介護保険制度が導入され･･･

文言の整理

他の項目と表現を統
一

1 ｰ 3 7

　しかしながら、県内ほとんどの地域で、今後も高齢化
や過疎化が進んでいく中、中山間地域における介護サー
ビス提供体制の確保や地域における訪問診療、訪問看護
を担う医師・看護師の確保、福祉介護人材の確保対策、
限られた人材で介護の質を維持・向上させるためのICT
化などによる生産性向上、地域において高齢者の日常生
活を支える生活支援等の担い手の確保、南海トラフ地震
等の災害対策及び感染症対策などさまざまな課題があり
ます。

しかしながら、県内ほとんどの地域で、今後も高齢化
や過疎化が進んでいくことが見込まれるなか、中山間地
域における介護サービス提供体制の確保や地域における
訪問診療、訪問看護を担う医師・看護師の確保、福祉介
護人材の確保対策、限られた人材で介護の質を維持・向
上させるためのICT化などによる生産性の向上、地域に
おいて高齢者の日常生活を支える生活支援等の担い手の
確保、南海トラフ地震等の災害対策や感染症対策など、
さまざまな課題があります。

文言の整理

他の項目と表現を統
一
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R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

1 ｰ 3 14

　こうした中で、国から示された第９期介護保険事業計画の
基本指針では、団塊の世代が全員７５歳以上となる令和７年
（２０２５年）を迎えることになり、また、高齢者人口が
ピークを迎える令和２２年（２０４０年）を見通すと･･･地域
の実情に応じた地域包括ケアシステムの深化・推進、システ
ムを支える介護人材の確保や介護現場の生産性の向上を図っ
ていくことが必要であるとされています。

　こうしたなか、国から示された第９期介護保険事業計画の
基本指針では、団塊の世代が全員７５歳以上となる令和７年
（２０２５年）、更には高齢者人口がピークを迎える令和２
２年（２０４０年）を見通すと･･･地域の実情に応じた地域包
括ケアシステムの深化・推進、また、システムを支える介護
人材の確保や介護現場の生産性の向上を図っていくことが必
要であるとされています。

文言の整理

他の項目と表現を統
一

1 ｰ 3 19
･･･加えて、都市部と地方で高齢化の進み方が大きく異なるこ
となどから･･･

･･･加えて、都市部と地方部とでは高齢化の進み方が大きく異
なることなどから･･･

文言の整理

1 ｰ 3 25

　今期の計画では、この基本指針に沿いつつ、本県が令和６
年３月に策定した「第５期日本一の健康長寿県構想」に掲げ
る、県民の誰もが住み慣れた地域で、健やかで心豊かに安心
して暮らし続けることのできる高知県を目指して、令和２２
年（２０４０年）の介護需要も見据え、必要な在宅、施設等
の介護サービスを確保するとともに、介護予防や生活支援
サービスの体制整備、必要な介護人材の確保と生産性の向上
など、地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた市町村の
取組みへの支援等を中心として計画の見直しを行い、高齢者
の心豊かな人生を支援していこうとするものです。

　今期の計画では、この基本指針に沿いつつ、本県が令和６
年３月に策定した「第５期日本一の健康長寿県構想」の「目
指す姿」を踏まえ、「県民の誰もが住み慣れた地域で安心し
て健やかに、ともに支え合いながらいきいきと暮らし続ける
ことのできる高知県」を目指して、令和２２年の介護需要も
見据え、必要な在宅、施設等の介護サービスを確保するとと
もに、介護予防や生活支援サービスの体制整備、必要な介護
人材の確保と生産性の向上など、地域包括ケアシステムの深
化・推進に向けた市町村の取組みへの支援等を中心に計画の
見直しを行い、高齢者の心豊かな人生を支援していこうとす
るものです。

文言の整理

1 ｰ 4 2

５　計画の作成体制
　この計画は、県内の学識経験者、保健、医療、福祉、地域
活動団体の専門家など県民の代表で構成する「高知県高齢者
保健福祉推進委員会」の意見を反映するとともに･･･調整を図
りながら作成しました。

５　計画の策定体制
　この計画は、県内の学識経験者、保健、医療、福祉、地域
活動団体の専門家など、県民の代表で構成する「高知県高齢
者保健福祉推進委員会」の意見を反映するとともに･･･調整を
図りながら策定しました。

文言の整理

1 ｰ 4 6

６　計画の進行管理
　この計画に基づいて、総合的な高齢者保健福祉施策を着実
に推進するため、市町村や関係団体等と連携しながら、計画
の進捗状況等の点検・評価を行うとともに、課題への対応方
策について、市町村をはじめとした各関係機関と協議するな
どの進行管理を行っていきます

６　計画の進行管理
　この計画に基づいて、総合的な高齢者保健福祉施策を着実
に推進するため、市町村や関係団体等と連携しながら、計画
の進捗状況等の点検・評価を行うとともに、課題への対応方
策について、市町村をはじめとした各関係機関と協議しなが
ら進行管理を行っていきます

文言の整理

1 ｰ 4 15

　この計画では･･･安芸、中央、高幡、幡多の４つの保健福祉
圏域を設定します。
　この保健福祉圏域は、保健、医療、福祉の連携を図るた
め･･･

　この計画では･･･安芸、中央、高幡及び幡多の４つの保健福
祉圏域を設定します。
　この保健福祉圏域は、保健、医療及び福祉の連携を図るた
め･･･

他の項目と表現を統
一

2 -
５～
68 - 　第２章の各図表のタイトル 　メイリオ・11Pで統一

- 2 -



R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

2 -
５～
68 - 　第２章の各図表の注釈及び出典 　HGゴシックM・９Pの左ツメで統一

2 ｰ
５～
68 ｰ 　本文中の半角数字 　全角数字での表記に修正

注釈の日付の二桁数
字は半角

2 1
６～
１６ ｰ 　細節１～９の本文の開始位置 　第１章に合わせて全段落を一マスずつ左ツメ

2 1 7 2

２　人口構造
　本県の総人口は、昭和３５年（１９６０年）以降、減少傾
向にありますが、高齢者は年々増加しています。

２　人口構造
　本県の総人口は、昭和３５年（１９６０年）以降、減少傾
向にありますが、高齢者の人口割合は年々増加しています。

2 1 7 8

　年齢階層別の男女別人口構成比を比較すると、６０歳以上
ではすべての階層で全国の構成比を上回っている一方で、５
９歳以下の人口構成比は、すべての階層で全国を下回ってい
ます。

　年齢階層別の男女別人口構成比を比較すると、６０歳以上
ではすべての階層で全国の構成比を上回っている一方で、５
９歳以下の人口構成比は、ほぼすべての階層で全国を下回っ
ています。

男性の15～19歳が
全国平均を上回って
いる

2 1 9 ｰ
　３－１　長期推計（令和７年～令和２７年）
　３－２　計画期間（令和６年度～令和８年度）

　３－１　長期推計（令和７年～令和３２年）
　各タイトルを一マスずつ右ツメ

2 2 18 5
　第１号被保険者に占める認定者数の割合（認定率）は、●
パーセント･･･

　第１号被保険者に占める認定者の割合（認定率）は、●
パーセント･･･

2 2 19 ｰ
　第１号被保険者における要介護（要支援）認定者数と認定
率の図表の凡例

　「出現率」を「認定率」に変更

2 2
21
～
25

ｰ

　３－１　介護サービスの利用状況
　（１）介護サービスの現状
　（２）介護サービスの必要量と給付費の将来推計
　（３）介護サービスの課題と今後の方向

　第２章第１節に合わせて各タイトルを一マスずつ右ツメ 本文位置はそのまま

2 2 21 6

　また、令和５年１０月における要介護認定者のサービスの
利用状況をみると、本県では●パーセントが居宅サービスを
利用しており、全国的にみるとその利用割合は低く、その一
方で、施設サービス利用の割合は全国と比べて高い状況が続
いています。本県の場合は、地理的な条件や過疎化の進行な
どから、そうした傾向が現れているものと考えられます。

　また、令和５年１０月における要介護認定者のサービスの
利用状況をみると、本県では●パーセントが居宅サービスを
利用しており、全国的にみるとその利用割合は低く、その一
方で、施設サービス利用の割合は全国と比べて高い状況が続
いています。本県の場合は、地理的な条件や過疎化の進行、
独居高齢者が多いことなどから、そうした傾向が現れている
ものと考えられます。

2 2 23 2

　第９期計画における必要介護サービス量の推計結果は、令
和５年度に比べて、ほとんどのサービスにおいて増加すると
見込まれています。

　第９期計画における必要介護サービス量の推計結果は、令
和５年度に比べて、ほとんどのサービスにおいて増加するこ
とが見込まれています。

他の項目と表現を統
一
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R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

2 2 25 14

　さらに、第９期介護保険事業（支援）計画では、･･･市町村
の包括的な支援体制の構築への支援などといった社会福祉基
盤の整備とあわせて、医療と介護の連携強化などによる地域
包括ケアシステムの一層の推進や、地域の自主性や主体性に
基づいた介護予防や地域づくりなどに一体的に取り組むこと
で、地域共生社会の実現を図っていくことが国の指針として
示されています。

　さらに、第９期介護保険事業計画にかかる国の基本指針で
は、･･･市町村の包括的な支援体制の構築への支援などといっ
た社会福祉基盤の整備とともに、医療と介護の連携強化など
による地域包括ケアシステムの一層の推進や、地域の自主性
や主体性に基づき介護予防や地域づくりなどに一体的に取り
組むことにより、地域共生社会の実現を図っていくべきこと
が示されています。

文言の整理

2 2 25 21

　介護サービスの基盤整備にあたっては、･･･中長期的な介護
ニーズに応じた施設、地域密着型サービスの整備を図り、あ
わせて、医療と介護の連携等も進め、本人の身体状況に応じ
た迅速で的確な在宅サービスを提供することにより、高齢者
が住み慣れた住まいや地域で安心して暮らすことができる環
境を整備していくことが重要です。

　介護サービスの基盤整備にあたっては、･･･中長期的な介護
ニーズに応じた施設、地域密着型サービスの整備を図り、併
せて医療と介護の連携等も進め、本人の身体状況に応じた迅
速で的確な在宅サービスを提供することにより、高齢者が住
み慣れた住まいや地域で安心して暮らすことができる環境を
整備していくことが重要です。

文言の整理

2 2 25 31

　こうした基本的な考え方のもと、第９期計画では、これま
での取組みを強化することに加え、県内で整備が進んできた
「あったかふれあいセンター」や「集落活動センター」など
との協働による社会福祉基盤の整備と合わせた「高知版地域
包括ケアシステム」を深化・推進していきます。

　こうした基本的な考え方のもと、第９期計画では、これま
での取組みを強化することに加え、県内で整備が進んできた
「あったかふれあいセンター」や「集落活動センター」など
との協働による社会福祉基盤の整備を進めることなどによ
り、「高知版地域包括ケアシステム」を深化・推進していき
ます。

文言の整理

2 2
26
～
39

ｰ

　３－２　居宅介護サービス
　（１）居宅介護サービスの現状
　（２）居宅介護サービスの課題と今後の方向
　（３）居宅介護サービスの利用状況と将来推計

　第２章第１節に合わせて各タイトルを一マスずつ右ツメ

2 2 28 4

　サービスごとにみると、訪問看護及び介護予防訪問看護
で、第８期介護保険事業支援計画における計画値を上回る利
用実績となっています。
　その一方で､第８期計画期間中は、訪問介護、訪問入浴介
護、訪問リハビリテーション及び介護予防訪問リハビリテー
ションで利用実績が･･･

　サービスごとにみると、訪問看護、介護予防訪問看護及び
介護予防訪問リハビリテーションでは、第８期介護保険事業
支援計画における計画値を上回る利用実績となっています。
　その一方で､第８期計画期間中は、訪問介護、訪問入浴介護
及び訪問リハビリテーションで利用実績が･･･

他の項目と表現を統
一

介護予防訪問リハを
追加

2 2 28 14

　令和６年度･･･第８期計画期間中の利用実績と比較すると、
訪問介護及び訪問入浴介護（予防）でほぼ横ばいとなってい
ます。

　令和６年度･･･第８期計画期間中の利用実績と比較すると、
訪問介護及び訪問入浴介護はほぼ横ばいと見込まれていま
す。

訪問入浴介護（予
防）を削除
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R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

2 2 34 10

　短期入所生活介護や短期入所療養介護など、短期入所系
サービス（ショートステイ）は、家族の介護疲れからの回復
やリフレッシュなどに効果があり、第９期介護保険事業支援
計画における利用見込量（計画値）は、第８期計画期間中の
利用実績と比較してみた場合、短期入所生活介護（予防）で
は増加することが見込まれており、短期入所療養介護では、
幡多圏域を除き、増加することが見込まれています。

　短期入所生活介護や短期入所療養介護など、短期入所系
サービス（ショートステイ）は、家族の介護疲れからの回復
やリフレッシュなどに効果があります。
　第９期介護保険事業支援計画における利用見込量（計画
値）は、第８期計画期間中の利用実績と比較してみた場合、
短期入所生活介護（予防）では増加することが見込まれてお
り、短期入所療養介護では、幡多圏域を除き、増加すること
が見込まれています。

構成の整理

2 2
40
～
47

ｰ

　３－３　施設介護サービス
　（１）介護保険施設の整備状況
　（２）施設介護サービスの利用状況
　（３）施設介護サービスの課題と今後の方向
　（４）施設介護サービス量等の将来推計

　第２章第１節に合わせて各タイトルを一マスずつ右ツメ

2 2 44 5

　平成１８年医療制度改革において、患者の状態に応じた療
養病床の再編成･･･が改革の柱として位置づけられ、療養病床
の再編成が進められてきましたが、慢性期の医療・介護ニー
ズへの対応のため、平成30年4月施行の改正介護保険法によ
り、「介護医療院」が創設されました。「介護医療院」は、
「日常的な医学管理が必要な重介護者の受入れ」･･等の機能
と「生活施設」としての機能を兼ね備えた介護保険施設と
なっています。あわせて、介護療養病床については、令和５
年度末で廃止することとなっています。

　平成１８年度の医療制度改革において、患者の状態に応じ
た療養病床の再編成･･･が改革の柱として位置付けられ、療養
病床の再編成が進められてきましたが、慢性期の医療・介護
ニーズへの対応のため、平成30年4月施行の改正介護保険法
により、「介護医療院」が創設されました。
　「介護医療院」は、「日常的な医学管理が必要な要介護者
の受入れ」･･等の機能と「生活施設」としての機能を兼ね備
えた介護保険施設です。なお、介護療養病床については、令
和５年度末で廃止されています。

計画冊子発刊の時点
では廃止されている
ため

2 2 45 ｰ 　国の参酌基準に関する記載
・告示名の表記
・基準の正確な引用
・レイアウト変更

2 2 46 5

　なお、介護療養型医療施設が令和５年度で廃止となります
が、介護医療院への転換が済んでいない施設や医療機関があ
ることに留意する必要があります。

　なお、介護療養型医療施設が令和５年度末で廃止されてい
ますが、介護医療院への転換が済んでいない施設や医療機関
があることに留意する必要があります。

計画冊子発刊の時点
では廃止されている
ため

2 2
48
～
54

ｰ

　３－４　地域密着型サービス
　（１）地域密着型サービスの現状
　（２）地域密着型サービスの課題と今後の方向
　（３）地域密着型サービスの将来推計

　第２章第１節に合わせて各タイトルを一マスずつ右ツメ
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R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

2 2 48 11

　令和３年４月以降、中央圏域を中心に定期巡回・随時対応
型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護がそれぞれ４事業
所、高幡圏域で地域密着型通所介護が５事業所開設されてい
ます。また、中央圏域と幡多圏域で看護小規模多機能型居宅
介護がそれぞれ１事業所ずつ開設されています。

　令和３年４月以降、定期巡回・随時対応型訪問介護看護及
び小規模多機能型居宅介護が中央圏域を中心にそれぞれ４事
業所ずつ、地域密着型通所介護が安芸圏域で２事業所、高幡
圏域で５事業所、新たに開設されています。また、中央圏域
と幡多圏域で看護小規模多機能型居宅介護がそれぞれ１事業
所ずつ開設されています。

安芸圏域の地域密着
型通所介護の開設を
追記

2 2 49 21
　県としましては、中山間地域等におけるサービスの確保
や･･･

　県としては、中山間地域等におけるサービスの確保や･･･ 文言の整理

2 2 52 1

　小規模多機能型居宅介護は、「通い」を中心として利用者
の容態や希望に応じ、随時「訪問」や「泊り」を組み合わせ
て提供され、

　小規模多機能型居宅介護は、「通い」を中心として利用者
の状況や希望に応じ、随時「訪問」や「泊り」を組み合わせ
て提供され、

文言の整理

2 2 53 ｰ

（キ）認知症対応型共同生活介護
　住み慣れた地域において、家庭的な環境のもと、入居者同
士が共同生活を行いながら必要な介護を受けることができる
サービスです。令和１２年まで、中央圏域を中心に、今後利
用者数の増加が見込まれています。

（キ）認知症対応型共同生活介護
　住み慣れた地域において、家庭的な環境のもと、入居者同
士が共同生活を行いながら必要な介護を受けることができる
サービスです。令和１２年まで、中央圏域を中心に利用の増
加が見込まれています。

他の項目と表現を統
一

2 2 54 ｰ

（ケ）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
　定員を２９名以下とする介護老人福祉施設については、地
域密着型サービスとして位置づけられています。

（ケ）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
　定員を２９名以下とする介護老人福祉施設については、地
域密着型サービスとして位置付けられています。

他の項目と表現を統
一

2 2
55
～
57

ｰ

　３－５　地域支援事業
　（１）地域支援事業の現状
　（２）地域支援事業の課題と今後の方向
　（３）総合事業の充実
　（４）地域支援事業に要する費用額の将来推計

　第２章第１節に合わせて各タイトルを一マスずつ右ツメ

2 2 55 3

　地域支援事業は、･･･地域において自立した日常生活を営む
ことができるよう支援することを目的とするものであり、①
介護予防・日常生活支援総合事業、②包括的支援事業、③任
意事業から構成されています。

　地域支援事業は、･･･地域において自立した日常生活を営む
ことができるよう支援することを目的とするものであり、①
介護予防・日常生活支援総合事業、②包括的支援事業及び③
任意事業から構成されています。

他の項目と表現を統
一

2 2 55 23

　さらに、高齢者の総合相談、権利擁護、介護予防ケアマネ
ジメント及び地域ケア会議等を通じたケアマネジメント支援
を担うなど、地域包括ケアシステムの深化・推進するための
中核的な機関である地域包括支援センターが適切に機能を発
揮していくことが求められており、事業の質の向上のため
に、機能の充実を図っていくことが必要です。

　さらに、高齢者の総合相談、権利擁護、介護予防ケアマネ
ジメント、地域ケア会議等を通じたケアマネジメント支援業
務については、地域包括ケアシステムを推進し、深化させる
ための中核的な機関として位置付けられる地域包括支援セン
ターが担っており、同センターが適切にその機能を発揮して
いくことが求められていることから、事業の質を向上させて
いくためには、同センターの機能の充実を図っていく必要が
あります。

文言の整理

- 6 -



R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

2 2 56 5

　こうしたなか、高齢者の尊厳と自立した日常生活を支えて
いくためには、市町村が中心となって医療・介護専門職がよ
り専門性を発揮し、多様な主体を含めた地域の力を組み合わ
せる「地域デザイン力」の発揮が求められています。

　こうしたなか、高齢者の尊厳と自立した日常生活を支えて
いくためには、市町村が中心となって、医療・介護の専門職
がより専門性を発揮し、多様な主体を含めた地域の力を組み
合わせる「地域デザイン力」の発揮が求められています。

文言の整理

2 2 56 11

　高齢者の生活は、医療・介護専門職だけでなく、高齢者自
身を含めた地域住民や、地域生活に必要な様々な産業関係者
などによって支えられ、かたちづくられています。

　高齢者の生活は、医療・介護の専門職だけでなく、高齢者
自身を含めた地域住民や、地域生活に必要な様々な産業関係
者などによって支えられ、かたちづくられています。

文言の整理

2 2 56 17

　総合事業を充実させていくなかで、高齢者が元気なうちか
ら地域社会や医療・介護専門職などと関わり、社会とつなが
り続けることにより･･･

　総合事業を充実させていくなかで、高齢者が元気なうちか
ら地域社会や医療・介護の専門職などと関わり、社会とつな
がり続けることにより･･･

文言の整理

2 2 58 13

　このため、県では、「高知県介護給付適正化計画」を策定
し、「要介護認定の適正化」、「ケアプランの点検」、「住
宅改修等の点検」、「縦覧点検・医療情報との突合」、「介
護給付費通知」を主要５事業として位置付け･･･

　このため、県では、「高知県介護給付適正化計画」を策定
し、「要介護認定の適正化」、「ケアプランの点検」、「住
宅改修等の点検」、「縦覧点検・医療情報との突合」及び
「介護給付費通知」を主要５事業として位置付け･･･

他の項目と表現を統
一

2 2 58 17

　その結果、県内保険者の令和５年度の主要５事業実施率
は、「要介護認定の適正化」、「ケアプランの点検」、「住
宅改修等の点検」、「縦覧点検・医療情報との突合」では
100パ－セント、「介護給付費通知」についても93.3パ－セ
ントとなっており･･･

　その結果、県内保険者の令和５年度の主要５事業実施率
は、「要介護認定の適正化」、「ケアプランの点検」、「住
宅改修等の点検」及び「縦覧点検・医療情報との突合」では
１００パ－セント、「介護給付費通知」についても９３．３
パ－セントとなっており･･･

他の項目と表現を統
一

2 2 60 29 　５　指導監督の取組 　５　指導監督の取組み
他の項目と表現を統
一

2 2 63 6
　平成１８年度から養護老人ホームも居宅としての位置付け
がなされ、入所者の介護ニーズに対応するため･･･

　平成１８年度から養護老人ホームも居宅として位置付けら
れるようになり、入所者の介護ニーズに対応するため･･･

文言の整理

2 2 63 11

　入所者が住み慣れた地域で入所者の状態に応じたサービス
を受け、自立した生活を支援する施設として、プライバシー
の確保や地域とのつながりが一層重要です。

　住み慣れた地域で入所者の状態に応じたサービスを提供
し、自立した生活を支援する施設として、プライバシーの確
保や地域とのつながりが一層重要になっています。

文言の整理

2 2 65 3

　軽費老人ホームは、軽い身体機能の低下などにより、自宅
での生活に不安がある高齢者に援助を行いながら、より在宅
に近いかたちで生活する施設として、整備が進んできまし
た。

　軽費老人ホームは、軽い身体機能の低下などにより、自宅
での生活に不安がある高齢者に援助を行いながら、より在宅
に近いかたちで生活できるようにするための施設として、整
備が進んできました。

文言の整理

2 2 65 6

　今後、増加する高齢者単身世帯や住み替えニーズに対応す
るための多様な「住まい」の選択肢の一つとして考えられま
す。

　今後は、増加する高齢者単身世帯や住み替えニーズに対応
するための多様な「住まい」の選択肢の一つとして考えられ
ます。

文言の整理
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R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

2 2 67 8

　このため、県では、有料老人ホームの運営指導指針等に基
づく指導を行うなどサービスの質の確保を図っています。

　このため、県では、有料老人ホームの運営指導指針等に基
づく指導を行うなど、サービスの質の確保を図っています。

文言の整理

2 2 68 5

　サービス付き高齢者向け住宅は、①バリアフリー化、②
サービス提供、③契約面での入居者保護が柱となっており、
事業者は都道府県などに申請して、建築物ごとに登録が受け
られます。

　サービス付き高齢者向け住宅は、①バリアフリー化、②
サービス提供及び③契約面での入居者保護が柱となってお
り、事業者は都道府県などに申請して、建築物ごとに登録を
受けることができます。

他の項目と表現を統
一
文言の整理

2 2
63
～
68

ｰ 　５－１～５－５の各表 　レイアウト補正

3 ｰ
69
～

188
ｰ 　本文中の半角数字 　全角数字での表記に修正

注釈の日付の二桁数字
は半角

3 -
69
～

188
- 　第３章の各図表のタイトル 　メイリオ・11Pで統一

3 ｰ
69
～

188
ｰ 　●●％ 　「パーセント」に統一

3 1 70 ｰ

　高齢者が長年培った知識や経験を最大限に生かし、地域を
支える一員として、いきいきと、その人らしい生活を送れる
ことは、すべての県民の願いです。
　県民誰もが住み慣れた地域で、安心して暮らし続けること
のできる高知県を目指します。

　高齢者が長年培った知識や経験を最大限に生かし、地域を
支える一員として、健康でいきいきと、その人らしい生活を
送れるようになることは、すべての県民の願いです。
　県民の誰もが住み慣れた地域で安心して健やかに、ともに
支え合いながらいきいきと暮らし続けることのできる高知県
を目指します。

文言の整理

3 1 71 ｰ

　住民主体の健康づくりや介護予防の仕組みづくりを推進す
るとともに、地域における生きがいづくりや社会参加への支
援を行い、県民みんなが自ら進んで健康づくりや生きがいづ
くりに取り組み、地域住民の力を活かした支え合いの仕組み
づくりを推進し、高齢者が地域を支える一員として元気に活
躍できる地域を目指します。

　住民主体の健康づくりや介護予防の仕組みづくりを推進す
るとともに、地域における生きがいづくりや社会参加への支
援を行い、県民の誰もが自ら進んで健康づくりや生きがいづ
くりに取り組み、地域住民の力を生かした支え合いの仕組み
づくりを推進し、高齢者が地域を支える一員として元気に活
躍できる地域を目指します。

文言の整理

3 2 72 12

　家族や地域とのつながりや支え合いの力が弱まる中、･･･社
会から孤立してしまう状況に陥ることは少なくありません。

　家族や地域とのつながりや支え合いの力が弱まるなか、･･･
社会から孤立してしまう状況に陥ることは少なくありませ
ん。

他の項目と表現を統
一

3 2 72 15

　こうした中、平成３０年４月施行の改正社会福祉法では･･･
市町村の包括的な支援体制の整備が努力義務化されました。

　こうしたなか、平成３０年４月施行の改正社会福祉法で
は･･･市町村の包括的な支援体制の整備が努力義務化されまし
た。

他の項目と表現を統
一
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R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

3 2 73 7

　本県においても、令和４年度から、顕在化する複合課題や
孤独・孤立問題、　　地域のつながりや支え合いの力の弱ま
りに対応するため、本格的に高知型地域共生社会の実現に向
けた取組みをスタートしました。
　また、同年１０月には高知県･･･

　本県においても、令和４年度から、顕在化する複合課題や
孤独・孤立問題、　　地域のつながりや支え合いの力の弱ま
りに対応するため、本格的に高知型地域共生社会の実現に向
けた取組みをスタートさせました。
　また、同年１０月には、高知県･･･

文言の整理

3 2 74 11

　重層的支援体制整備事業は、市町村の包括的な支援体制を
構築するために、①　相談支援、②参加支援、③地域づくり
に向けた支援の３つの支援を一体的に推進するための国の事
業です。

　重層的支援体制整備事業は、市町村の包括的な支援体制を
構築するために、①相談支援、②参加支援及び③地域づくり
に向けた支援の３つの支援を一体的に推進するための国の事
業です。

他の項目と表現を統
一

3 2 76 29

　今後、少子高齢化の更なる進行や核家族化、独居世帯の増
加が進み、地域のつながりが弱まると予想される中、人と人
とのつながりの再生に向けたネットワークづくり（「よこ
糸」の取組み）はますます重要になります。

　今後、少子高齢化の更なる進行や核家族化、独居世帯の増
加が進み、地域のつながりが弱まると予想されるなか、人と
人とのつながりの再生に向けたネットワークづくり（「よこ
糸」の取組み）はますます重要になります。

他の項目と表現を統
一

3 2 77 ｰ

　また、令和７年以降、現役世代が減少し、医療・介護専門
職の確保が困難となる一方で･･･その人口動態や地域資源は地
域ごとに異なります。
　こうした中で、･･･地域をデザインしていくことが必要で
す。現在、国では、総合事業を地域づくりの基盤と位置付
け、その充実を図ることで高齢者が尊厳を保持し自立した日
常生活を継続できるよう支援するための体制の構築に向けた
議論を進めており、その動向を注視する必要があります。

　また、令和７年以降、現役世代が減少し、医療・介護の専
門職の確保が困難となる一方で･･･その人口動態や地域資源は
地域ごとに異なります。
　こうしたなかで、高齢者の尊厳と自立した日常生活を地域
で支えていくためには、市町村が中心となって、医療・介護
の専門職が･･･地域をデザインしていくことが必要です。現
在、国では、総合事業を地域づくりの基盤として位置付け、
その充実を図ることで高齢者が尊厳を保持し自立した日常生
活を継続できるよう支援するための体制の構築に向けた議論
を進めており、その動向を注視する必要があります。

他の項目と表現を統
一

文言の整理

3 3 79 9

　地域包括支援センターは、地域住民が住み慣れた地域で安
心して生活を継続していくために、介護保険制度による公的
サービスのみならず、さまざまな社会資源を本人が活用でき
るよう、包括的及び継続的に支援を行う機関です。地域包括
ケアを実現するための中心的役割を担うことと、属性や世代
を問わない包括的な相談支援等を担うことが期待されてお
り、生活困窮、障害や児童福祉など他分野と連携促進を図っ
ていくことが求められています。
　加えて、認知症高齢者の家族やヤングケアラーなどの家族
介護支援にも取り組むことが重要です。
　このため、地域包括支援センターでは、地域支援事業の一
つである包括的支援事業（①介護予防ケアマネジメント業務 
②総合相談支援業務 ③権利擁護業務 ④包括的・継続的ケアマ
ネジメント支援業務）を実施しています。

　地域包括支援センターは、地域住民が住み慣れた地域で安
心して生活を継続していくために、介護保険制度による公的
サービスやさまざまな社会資源を本人が活用できるよう、包
括的・継続的に支援を行う機関です。地域包括ケアを実現す
るための中心的役割を担うことや、属性や世代を問わない包
括的な相談支援等を担うことが期待されており、生活困窮、
障害や児童福祉などの他分野とも連携を図っていくことが求
められています。
　また、認知症高齢者の家族やヤングケアラーなどの家族介
護支援にも取り組むことが重要です。
　このため、地域包括支援センターでは、地域支援事業の一
つである包括的支援事業（①介護予防ケアマネジメント業
務、②総合相談支援業務、③権利擁護業務及び④包括的・継
続的ケアマネジメント支援業務）を実施しています。

文言の整理
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R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

3 3 80 7

　一方で、高齢化や人口減少が進む中、介護予防ケアマネジ
メント業務や困難なケースの対応が増加し、在宅医療・介護
の効果的・効率的な連携の推進をはじめとする新たな課題へ
の対応などにより、地域包括支援センターの業務負担が増加
しています。

　一方で、高齢化や人口減少が進むなか、介護予防ケアマネ
ジメント業務や困難なケースへの対応が増加し、在宅医療・
介護の効果的・効率的な連携の推進をはじめとする新たな課
題への対応などのため、地域包括支援センターの業務負担が
増加しています。

他の項目と表現を統
一

3 3 80 18

　今後、地域包括支援センターの役割はますます重要とな
り、その機能を一層強化するための地域包括支援センター職
員の適切な人員体制の確保や負担軽減、資質向上を図ってい
くことが必要です。

　今後、地域包括支援センターの役割はますます重要とな
り、その機能を一層強化するためには、地域包括支援セン
ター職員の適切な人員体制の確保や負担軽減、資質向上を
図っていく必要があります。

文言の整理

3 3 80 22

○ネットワーク・システムづくりの推進
　「高知版地域包括ケアシステム」で重要となる医療・介
護・福祉の関係者の連携をさらに深めるため、県内14ブロッ
クに設置している「地域包括ケア推進協議体」による顔の見
える関係づくりやブロックごとの課題解決に向けた検討を引
き続き支援します。

○ネットワーク・システムづくりの推進
　「高知版地域包括ケアシステム」を推進し、深化させてい
くうえで重要な医療・介護・福祉の関係者の連携をさらに深
めるため、県内14ブロックに設置している「地域包括ケア推
進協議体」による顔の見える関係づくりや、ブロックごとの
課題解決に向けた検討を引き続き支援します。

文言の整理

3 3 81 7

　また、認知症高齢者やヤングケアラーなどの家族介護者の
支援や属性や世代を問わない包括的な相談支援等が行えるよ
う、研修の充実により職員の資質向上を支援します。
　さらに、高齢者虐待の防止や成年後見制度の利用促進な
ど、高齢者・障害者権利擁護センタ―等の関係機関と連携し
て研修会や意見交換会を開催し、地域包括支援センターの権
利擁護業務への対応力の強化に向けた支援を行います。

　また、認知症高齢者やヤングケアラーなどの家族介護者へ
の支援や、属性や世代を問わない包括的な相談支援等が行え
るよう、研修の充実により職員の資質向上を支援します。
　更に、高齢者虐待の防止や成年後見制度の利用促進などに
向けて、高齢者・障害者権利擁護センタ―等の関係機関と連
携して研修会や意見交換会を開催し、地域包括支援センター
の権利擁護業務への対応力強化に向けた支援を行います。

文言の整理

3 3 81 14

○自立支援型地域ケア会議の推進
　自立支援・重度化防止の観点から･･･アドバイザーの派遣等
を行います。
　市町村で開催される地域ケア会議において、高齢者の介護
予防や重度化防止に向けた助言が得られるよう･･･専門職の派
遣を行います。

○自立支援型地域ケア会議の推進
　自立支援・重度化防止の観点から･･･アドバイザーの派遣等
を行います。
　市町村で開催される地域ケア会議において、高齢者の介護
予防や重度化防止に向けて適切な助言が得られるよう･･･専門
職の派遣を行います。

文言の整理

3 3 82 7

　一方で、県民世論調査によると、県民の４割が医療や介護
が必要な状態になっても自宅で生活したいという願いを持っ
ており、在宅での看取りを希望する方や家族に対しては、最
後まで在宅での生活を支援できるよう、緩和治療や在宅ター
ミナルケアに対応できる訪問診療や訪問看護、訪問薬剤管理
及び介護サービスが一体となった体制づくりが求められてい
ます。

　一方で、県民世論調査によると、県民の約４割が医療や介
護が必要な状態になっても自宅で生活したいという願いを
持っており、在宅での看取りを希望する方や家族に対して
は、最後まで在宅での生活が送れるよう、緩和治療や在宅
ターミナルケアに対応できる訪問診療や訪問看護、訪問薬剤
管理、更に介護サービスが一体となった体制づくりが求めら
れています。

文言の整理
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R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

3 3 82 12
　こうした中、県では、各福祉保健所圏域における･･･ 　こうしたなか、県では、各福祉保健所圏域における･･･ 文言の整理

3 3 82 16

　その取組みの一つとして、患者やその家族が安心して入院
から在宅生活に移行できるよう、病院及び介護関係者（ケア
マネジャー、地域包括支援センター等）と協働し･･･

　その取組みの一つとして、患者やその家族が安心して入院
から在宅生活に移行できるよう、病院及び介護関係者（ケア
マネジャーや地域包括支援センター等）と協働し･･･

他の項目と表現を統
一

3 3 82 30

　令和５年８月時点でのＥＨＲへの加入状況は、例えば病院
では、６３機関（約５２パーセント）が加入するなど一定進
んではいますが、診療所や介護施設等においては更なる加入
促進が求められています。

　令和５年８月時点でのＥＨＲへの加入状況は、例えば病院
では、６３機関（約５２パーセント）が加入するなど、一定
は普及が進んできていますが、診療所や介護施設等において
は、更なる加入促進が求められています。

文言の整理

3 3 84 20

○医療と介護の情報連携の推進
　介護サービスの質の向上を図るため、介護事業者と医療機
関とのサービス状況にかかる情報連携や活用を促進します。
また、高齢者の適切な支援につなげられるよう、市町村や高
齢者、医療と介護の関係者が情報を共有することにより連携
を強化し、医療情報も含めた情報基盤の活用を促進します。

○医療と介護の情報連携の推進
　介護サービスの質の向上を図るため、介護事業者と医療機
関とのサービス状況にかかる情報連携や活用を促進します。
また、高齢者への適切な支援に向けて、市町村や高齢者、医
療と介護の関係者の情報共有を通じた連携強化が図られるよ
う、医療情報も含めた情報基盤の活用を促進します。

文言の整理

3 3 85 3
　県では、患者及び家族が住み慣れた場所で安心して療養で
きる体制づくりの取組みとして･･･

　県では、患者及び家族が住み慣れた場所で安心して療養で
きる体制づくりに向けた取組みとして･･･

文言の整理

3 3 85 10

　一方、地域で訪問診療を担う医療機関におけるマンパワー
確保に向けた連携の構築が必要となっています。また、今後
もさらに進むであろう過疎化や医療従事者の不足、地理的条
件に起因するサービス提供の非効率性を踏まえ、ヘルスケア
モビリティや、あったかふれあいセンター等を活用したオン
ライン診療の普及など、デジタル技術のさらなる活用を図る
ことが必要です。

　一方、地域で訪問診療を担う医療機関におけるマンパワー
確保に向けた連携の構築が必要となっています。また、今後
もさらに進むであろう過疎化や医療従事者の不足、地理的条
件に起因するサービス提供の非効率性を踏まえると、ヘルス
ケアモビリティやあったかふれあいセンター等を活用したオ
ンライン診療の普及など、デジタル技術のさらなる活用を図
ることが必要です。

文言の整理

3 3 85 15

　在宅歯科診療については、在宅歯科医療連携室による在宅
歯科医療の支援を行うとともに、摂食嚥下評価ができる歯科
医師を県内歯科医師会支部単位で養成し、食支援を適切に行
うことのできる体制を整備しました。

　在宅歯科診療については、在宅歯科医療連携室を通じて在
宅歯科医療への支援を行うとともに、摂食嚥下評価ができる
歯科医師を県内歯科医師会支部単位で養成し、食支援を適切
に行うことのできる体制を整備しました。

文言の整理

3 3 85 18

　訪問薬剤管理については、訪問薬剤師などの在宅医療を担
う人材の育成に取り組むとともに、高知県薬剤師会との協働
により、薬剤師と医療・介護関係者が連携して高齢者を中心
に在宅患者の服薬状況の改善にも取り組んできました。

　訪問薬剤管理については、訪問薬剤師などの在宅医療を担
う人材の育成に取り組むとともに、高知県薬剤師会との協働
により、薬剤師と医療・介護の関係者が連携して、高齢者を
中心に在宅患者の服薬状況の改善にも取り組んできました。

文言の整理

- 11 -



R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

3 3 85 23

　こうした取組みにより、平成２８年度と比較し、訪問看護
のサービス利用者数、訪問看護ステーション数は増加してい
ますが、ステーションの５割が･･･

　こうした取組みにより、平成２８年度と比較して、訪問看
護のサービス利用者数及び訪問看護ステーション数は増加し
ていますが、ステーションの約５割が･･･

文言の整理

3 3 85 28

　急変時の対応については、人材不足等により２４時間対応
が難しい地域もあり、普段から急変時の受入体制について訪
問診療医と受入病院間における調整の仕組みづくりや地域の
医療関係機関での認識共有が必要です。

　急変時の対応については、人材不足等により２４時間対応
が難しい地域もあり、訪問診療医と受入病院との間におけ
る、急変時の受入体制に関する普段からの調整の仕組みづく
りや、地域の医療関係機関における認識の共有が必要です。

文言の整理

3 3 85 31

　人生の最終段階における医療については、令和３年の厚生
労働省の人口動態統計による本県の死亡場所割合が、自宅が
１３パーセント、施設が９パーセントを占めるなど、病院以
外での終末期の医療提供が増えてきており、自宅での看取り
を可能にする医療体制と併せて、介護施設等による看取り体
制の構築への支援も重要となります。

　人生の最終段階における医療については、令和３年の厚生
労働省の人口動態統計での本県における死亡場所の割合が、
自宅が１３パーセント、施設が９パーセントを占めるなど、
病院以外での終末期の医療提供が増えてきていることから、
自宅での看取りを可能にする医療体制と併せて、介護施設等
による看取り体制の構築への支援も重要な状況になっていま
す。

文言の整理

3 3 87 1

・本県の医療特性を踏まえた全人的医療（救急医療、慢性疾
患に対する生活指導まで視野に入れた良質な健康管理・予防
医学と日常診療）を行える総合診療専門医の養成に努めま
す。

・本県の医療特性を踏まえた全人的医療（救急医療や慢性疾
患に対する生活指導まで視野に入れた良質な健康管理・予防
医学と日常診療）を行える総合診療専門医の養成に努めま
す。

文言の整理

3 3 87 31

　また、訪問看護総合支援センターによる医療機関・診療
所、市町村等への啓発資料の配布や公式ホームページ等の活
用により、訪問看護に対する理解を深めるとともに、県民、
医療関係者が訪問看護に関する情報を入手しやすい体制をつ
くります。

　また、訪問看護総合支援センターによる医療機関・診療所
及び市町村等への啓発資料の配布や公式ホームページ等の活
用により、訪問看護に対する理解を深めるとともに、県民や
医療関係者が訪問看護に関する情報を入手しやすい体制をつ
くります。

文言の整理

3 3 88 9

○急変時の対応
　在宅医療を担う医療機関と連携し、病状急変時における連
絡先をあらかじめ患者やその家族に提示し、急変時の備えに
ついて意識付けを図ります。また、院内の体制により２４時
間対応が自院で厳しい場合も、２４時間対応が可能な体制を
確保するため、近隣の医療機関、訪問看護ステーション等と
の連携により、県下１４ブロックに設置された地域包括ケア
推進協議体等による、急変時の在宅医療の具体的な姿や地域
内でのグループづくりなどの検討を進めていきます。

○急変時の対応
　在宅医療を担う医療機関と連携し、病状急変時における連
絡先をあらかじめ患者やその家族に提示し、急変時の備えに
ついて意識付けを図ります。また、院内の体制により自院で
の２４時間対応が難しい場合でも、２４時間対応が可能な体
制を確保するため、近隣の医療機関及び訪問看護ステーショ
ン等との連携により、県下１４ブロックに設置された地域包
括ケア推進協議体等による、急変時の在宅医療の具体的な姿
や、地域内でのグループづくりなどについて、検討を進めて
いきます。

文言の整理
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R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

3 3 88 ｰ

《在宅歯科連携室》
　病気などで通院が困難な方の「歯と口の悩み」について、
在宅等で歯科診療が受けられるように訪問できる歯科医院へ
繋ぐなど、ご相談に対応する電話窓口です。

《在宅歯科連携室》
　病気などで通院が困難な方の「歯と口の悩み」について、
在宅等で歯科診療が受けられるように訪問できる歯科医院へ
つなぐなど、ご相談に対応する電話窓口です。

他の項目と表現を統
一

3 3 90 3

　高齢化の進展に伴い、独居や夫婦のみの高齢者世帯や認知
症高齢者が増加する中、住み慣れた地域で安心して暮らし続
けるためには、地域資源の状況やニーズに応じたサービス提
供体制の確保が必要となるため、県では･･･

　高齢化の進展に伴い、独居や夫婦のみの高齢者世帯や、認
知症高齢者が増加するなか、住み慣れた地域で安心して暮ら
し続けるためには、地域資源の状況やニーズに応じたサービ
ス提供体制を確保していく必要があります。そのため、県で
は･･･

文言の整理

3 3 90 20

　また、地域においては、高齢者を支えるサービス体制を確
保していくことも重要であり、あったかふれあいセンターを
はじめ、地域のインフォーマルサービスと介護サービスとの
融合など、地域資源を有効に活用したサービス提供の検討も
必要です。
　さらに、人口減少が見込まれる中、地域のニーズに応じた
サービスを確保するためには、介護人材を効率的に活用した
複合型サービスの整備も有効です。
　加えて、高齢者人口の減少により、介護施設においては空
床が発生する地域もあり、今後の介護ニーズを適切に推計し
ながら、地域の高齢者の実情に応じた効率的なサービス提供
体制の確保が必要です。

　また、地域においては、高齢者を支えるサービス体制を確
保していくことも重要であり、あったかふれあいセンターを
はじめ、地域のインフォーマルサービスと介護サービスとの
融合など、地域資源を有効に活用したサービス提供体制につ
いても検討していく必要があります。
　さらに、人口減少が見込まれるなか、地域のニーズに応じ
たサービスを確保するためには、介護人材を効率的に活用し
た複合型サービスの整備も有効です。
　加えて、高齢者人口の減少により、空床が発生している介
護施設も出てきていることから、今後の介護ニーズを適切に
推計しながら、地域の高齢者の実情に応じた効率的なサービ
ス提供体制を確保していく必要があります。

文言の整理

3 3 91 12

〇総合事業の充実
　地域の実情に応じた効果的かつ効率的なサービスの提供が
可能となるよう、市町村に対してアドバイザーを派遣するな
ど伴走型の支援を行います。

〇総合事業の充実
　地域の実情に応じて効果的かつ効率的に総合事業のサービ
ス提供ができるよう、アドバイザー派遣などにより市町村の
取組みを伴走的に支援します。

文言の整理

3 3 91 15

〇ケアマネジャーの確保と資質向上への支援
　ケアマネジャーが受講する法定研修において、研修実施機
関と連携し、オンライン化の推進やサテライト会場を設置す
るなど、受講しやすい環境の整備などに取り組みます。
　また、ケアマネジャーの自立支援に資するケアマネジメン
ト力の向上が図られるよう、多職種協働によるケアマネジメ
ント実践研修会の実施など、地域の実情に応じた資質向上の
取組みへの支援を行います。

〇ケアマネジャーの確保と資質向上への支援
　ケアマネジャーの法定研修の実施団体などと連携し、オン
ライン化の推進やサテライト会場の設置など、研修を受講し
やすい環境の整備に取り組みます。
　また、自立支援に向けたケアマネジメント力を向上させる
ため、多職種協働によるケアマネジメント実践研修会を実施
するなど、ケアマネジャーの資質向上を支援します。

文言の整理

- 13 -



R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

3 3 92 6

　また、ヤングケアラーやビジネスケアラーなどの家族介護
者の負担軽減のための取組みを進めていくことも重要であ
り、市町村で実施されている家族介護者支援事業や地域包括
支援センターによる総合相談支援機能の活用、関係機関の連
携による支援を通じて、介護を必要とする高齢者だけでな
く、家族介護者も含めた支援の取組みを進めていくことが必
要です。

　また、ヤングケアラーやビジネスケアラーといった家族介
護者の負担を軽減する取組みを進めていくことも重要であ
り、市町村で実施されている家族介護者支援事業や地域包括
支援センターによる総合相談支援機能の活用、関係機関の連
携による支援を通じて、介護を必要とする高齢者だけでな
く、家族介護者も含めた支援の取組みを進めていく必要があ
ります。

文言の整理

3 3 92 11

　県では、県民向けに介護知識や技術の普及・向上を目的と
した介護講座の実施や、要介護状態となった場合に日常生活
を支えるための補助用具として活用が欠かせない福祉用具の
展示、試用貸出などを県立ふくし交流プラザで行っており、
市町村においても、地域支援事業により家族介護教室などの
取組みを行っています。
　さらに、高齢化の進展に伴い認知症高齢者も増加している
ため、認知症の正しい知識の普及も重要です。

　県では、県民向けに介護知識や技術の普及・向上を目的と
した介護講座の実施しているほか、要介護状態となった場合
に日常生活を支えるための補助用具として活用が欠かせない
福祉用具の展示及び試用貸出などを県立ふくし交流プラザで
行っています。市町村においても、地域支援事業により家族
介護教室などの取組みを行っています。
　また、高齢化の進展に伴い認知症高齢者も増加しているた
め、認知症の正しい知識の普及も重要です。

文言の整理

3 3 93 18

また、ビジネスケアラーへの対応力向上に向けた地域
包括支援センター職員向けの研修の充実、介護保険サー
ビスに関する情報提供や相談窓口などの周知に取り組み
ます。

また、ビジネスケアラーへの対応力向上に向けた地域
包括支援センター職員向けの研修の充実や、介護保険
サービスに関する情報提供や相談窓口などの周知に取り
組みます。

文言の整理

3 3 94 10

　こうした状況を踏まえて、介護保険制度においては、条件
不利地域へのサービス提供に対する評価として、介護報酬に
特別地域加算が設けられていますが、加算により通常地域と
同じサービスを受けた場合には、利用者の自己負担が高くな
るため、全国平均に比べて低所得者の割合が高い本県では、
その影響を大きく受けることになるという制度上の問題があ
ります。

　こうした状況を踏まえて、介護保険制度においては、条件
不利地域へのサービス提供に対する評価として、介護報酬に
特別地域加算が設けられていますが、加算を受けた事業者か
らサービスの提供を受けた場合には、利用者の自己負担が高
くなります。そのため、全国平均に比べて低所得者の割合が
高い本県では、その影響を大きく受けることになるという制
度上の問題があります。

文言の整理

3 3 94 18

　医療サービスにおいては、･･･中山間地域においても必要な
医療を一定確保できるようにしていますが、･･･高齢者が急性
期病院から退院して自宅で療養生活を送るためには、より一
層医療と介護の連携による適切なケアを提供する環境を整え
る必要があります。

　医療サービスにおいては、･･･中山間地域においても必要な
医療が一定は確保できるようにしていますが、･･･高齢者が急
性期病院から退院して自宅で療養生活を送るためには、医療
と介護の連携による適切なケアを提供する環境をより一層整
えていく必要があります。

文言の整理

3 3 95 10

　また、中山間地域の介護支援専門員、ホームヘルパーの新
規雇用やホームヘルパー養成への支援などによる人材の確保
と、職員の研修受講機会の拡大（研修参加者の代替職員派
遣）などによる人材の育成を行います。

　また、中山間地域の介護支援専門員やホームヘルパーの新
規雇用、ホームヘルパー養成への支援などによる人材の確保
と、職員の研修受講機会の拡大（研修参加者の代替職員派
遣）などによる人材の育成を行います。

文言の整理

- 14 -



R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

3 3 96 ｰ

《中山間地域における介護サービスの確保》
（支援の内容）
○補助要件
　①中山間地域の遠距離（片道２０分以上）の居住者に
　　対し介護サービスを提供した事業者へ、市町村が助
　　成した場合
　②～④略
　⑤新規雇用した介護支援専門員、訪問介護員への一時
　　金及び転居費用を支給した場合
　・・・
○補助対象介護サービス
　訪問介護･･･居宅介護支援事業所

《中山間地域における介護サービスの確保》
（支援の内容）
○補助要件
　①中山間地域に居住する利用者に片道２０分以上かけ
　　て介護サービスを提供した事業者に対して、市町村
　　が助成した場合
　②～④略
　⑤中山間地域の事業所が新たに雇用した介護支援専門
　　員や訪問介護員に対して一時金や転居費用を支給し
　　た場合
　・・・
○補助対象介護サービス
　訪問介護･･･居宅介護支援

文言の整理

3 3 98 7

　さらに、地域の商店の減少などにより、日常生活を支えて
いくためのサービスは市町村中心部に行かないと受けられな
いような状況になってきています。特に、中山間地域では、
路線バス等の交通機関が脆弱なこともあり、市町村の中心部
や都市部までの移動手段の確保が大きな課題となっており、
市町村とも連携を図りながら、バス路線の維持確保や、きめ
細かな移動サービスの導入に取り組んでいく必要がありま
す。

　更に、地域の商店の減少などにより、日常生活を支えてい
くためのサービスは市町村中心部に行かないと受けられない
ような状況になってきています。特に、中山間地域では、路
線バス等の交通機関が脆弱なこともあり、市町村の中心部や
都市部までの移動手段の確保が大きな課題となっていること
から、市町村とも連携を図りながら、バス路線の維持確保
や、きめ細かな移動サービスの導入に取り組んでいく必要が
あります。

文言の整理

3 3 99 16

　脳血管疾患等の生活習慣病の早期発見・早期治療には４０
歳から７４歳までを対象とした特定健診の実施率の向上が重
要です。令和３年度の実施率は５３．７パーセントで実施率
は上昇傾向ですが、全国平均５６．２パーセントより２．５
ポイント低い状況です。また、生活習慣の改善を促す特定保
健指導の実施率についても令和３年度は２４．４パーセント
と、全国平均の２４．７パーセントより０．３ポイント低く
なっており、引き続き、特定健診・特定保健指導の実施率向
上対策が必要です。

　脳血管疾患等の生活習慣病の早期発見・早期治療には、４
０歳から７４歳までを対象とした特定健診の実施率の向上が
重要です。令和３年度の実施率は５３．７パーセントで、実
施率は上昇傾向ですが、全国平均の５６．２パーセントより
２．５ポイント低い状況です。また、生活習慣の改善を促す
特定保健指導の実施率についても、令和３年度は２４．４
パーセントと、全国平均の２４．７パーセントより０．３ポ
イント低くなっており、引き続き、特定健診・特定保健指導
の実施率向上対策が必要です。

文言の整理

3 3 104 7

　介護予防は、市町村において身近な地域で心身の機能を改
善する取組や･･･通いの場への参加率は全国平均を上回ってい
ます（R3　高知県６．５パーセント　全国５．５パーセン
ト）。

　介護予防については、市町村において身近な地域で心身の
機能を改善する取組や･･･令和３年度の本県の通いの場への参
加率（６．５パーセント）は、全国平均（５．５パーセン
ト）を上回っています。

文言の整理

3 3 104 16

　令和元年の介護保険法の改正においては、高齢者の心身の
多様な課題に対応し、きめ細かな支援を行うため、･･･努める
ものとされました。

　令和元年の介護保険法の改正では、高齢者の心身の多様な
課題に対応し、きめ細かな支援を行うため、･･･努めるものと
されました。

文言の整理

- 15 -



R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

3 3 105 5

○地域で活動の中心となるリーダーの活動への支援
　地域で住民主体の介護予防活動の担い手となる地域リー
ダーの育成を支援するため、市町村等にリハビリテーション
専門職を派遣します。

○地域で活動の中心となるリーダーを育成するための支援
　住民主体の介護予防活動の担い手となる地域リーダーの育
成を支援するため、市町村等にリハビリテーション専門職を
派遣します。

文言の整理

3 3 105 16

○フレイル予防の推進
・高齢者が健康を維持・増進し、フレイルの予防に努める活
動を促すため、･･･フレイル予防活動の地域の担い手となる人
材を育成する市町村への支援を行います。
・多くの高齢者が･･･取り組みます。また、フレイルチェック
で把握したリスクの高い高齢者に対して、保健医療専門職の
予防的介入が県下全域において提供できる体制の検討を市町
村等と進めていきます。
・市町村が行う保健事業と介護予防の一体的実施が適切かつ
有効に行われるよう、･･･研修会の開催や事例の横展開などの
支援を行います。

○フレイル予防の推進
・高齢者が健康を維持・増進し、フレイルの予防に努める活
動を促すため、･･･フレイル予防活動の地域の担い手となる人
材を育成する市町村を支援していきます。
・多くの高齢者が･･･取り組みます。また、フレイルチェック
で把握したリスクの高い高齢者に対して、保健・医療の専門
職による予防的介入が県下全域において提供できる体制の検
討を市町村等と進めていきます。
 ・市町村が行う保健事業と介護予防の一体的実施が適切かつ
 有効に行われるよう、･･･研修会の開催や事例の横展開などの
 支援を行います。

文言の整理

「市町村が行
う・・・」について
は、他の項目
（P.108）と内容が
重複しているため削
除

3 3 105 ｰ

◇フレイルとは
　高齢者が･･･と考えられています。フレイルに陥った高齢者
を早期に発見して適切に介入することで生活機能の維持・向
上を図ることができます。

フレイルとは
　高齢者が･･･と考えられています。フレイルに陥った高齢者
を早期に発見して適切に介入することで、生活機能の維持・
向上を図ることができます。

文言の整理

3 3 106 ｰ

○介護予防の一層の推進
　離島や中山間地域など、理学療法士、作業療法士、言語聴
覚士、栄養士や歯科衛生士などの専門職が少ない地域におい
ても通いの場への参加がしやすくなるよう･･･介護予防教室を
さらに展開していきます。

○介護予防の一層の推進
　離島や中山間地域など、理学療法士、作業療法士、言語聴
覚士、栄養士、歯科衛生士といった専門職が少ない地域にお
いても、高齢者が通いの場への参加がしやすくなるよう、･･･
介護予防教室をさらに展開していきます。

文言の整理

3 3 106 ｰ

○運動器の機能向上
　「いきいき百歳体操」をはじめとした通いの場や、対象者
が参加しやすい介護予防の取組みについて普及啓発を行いま
す。

○運動器の機能向上
　「いきいき百歳体操」をはじめとした通いの場や、対象者
が参加しやすい介護予防の取組みについての普及啓発を行っ
ていきます。

文言の整理

3 3 106 ｰ

○栄養改善
・略
・「高知県食育推進計画」にもとづき、高齢者の低栄養が身
体機能の低下を招く危険があることなど正しい知識の普及啓
発を行います。

○栄養改善
・略
・「高知県食育推進計画」にもとづき、高齢者の低栄養が身
体機能の低下を招く危険があることなど、正しい知識の普及
啓発を行っていきます。

文言の整理

- 16 -



R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

3 3 107 2

○口腔機能向上
・通いの場における介護予防の取組みなど市町村の状況を把
握し、歯科衛生士を派遣するなど、関係機関と連携して介護
予防活動の機会の確保を行います。
・通いの場等でできるオーラルフレイル予防マニュアルを活
用した、市町村におけるオーラルフレイル対策への支援を行
います。

○口腔機能向上
・通いの場における介護予防の取組みに関する市町村の状況
を把握し、歯科衛生士を派遣するなど、関係機関と連携して
介護予防活動の機会を確保していきます。
・通いの場等でできるオーラルフレイル予防マニュアルを活
用した、市町村におけるオーラルフレイル対策を支援してい
きます。

文言の整理

3 3 107 6

○閉じこもり予防・支援、うつ予防・支援
・県民に対して「閉じこもり」や「うつ」についての正しい
知識の普及啓発を推進します。
・うつの早期発見、早期受診のために、かかりつけ医に対す
るうつ病対応力向上研修などの人材の育成や、一般科医から
精神科医につなげる仕組みづくりを推進します。
・高齢者に日常的に接しているケアマネジャーなどを対象
に、うつ病についての正しい知識と傾聴の技法を習得した
「こころのケアサポーター」を養成し、高齢者や在宅介護者
の心の健康づくりとうつ病の早期発見につなげます。
・地域の集会所など、自宅から通いやすい交流の場所づくり
への支援を行います。
・地域住民や老人クラブ会員、民生委員・児童委員の方など
を中心とした自発的な見守り活動や、社会活動への参加促進
に対する支援を行い、地域のネットワークづくりを推進しま
す。

○閉じこもり予防・支援、うつ予防・支援
・県民に対して、「閉じこもり」や「うつ」についての正し
い知識の普及啓発を推進していきます。
・うつの早期発見、早期受診のために、かかりつけ医に対す
るうつ病対応力向上研修などによる人材の育成や、一般科医
から精神科医につなげる仕組みづくりを推進していきます。
・高齢者に日常的に接しているケアマネジャーなどを、うつ
病についての正しい知識と傾聴の技法を習得した「こころの
ケアサポーター」として養成し、高齢者や在宅介護者の心の
健康づくりとうつ病の早期発見につなげていきます。
・地域の集会所など、自宅から通いやすい交流の場所づくり
を支援していきます。
・地域住民や老人クラブ会員、民生委員・児童委員の方など
を中心とした自発的な見守り活動や社会活動への参加促進を
支援し、地域のネットワークづくりを推進していきます。

文言の整理

3 3 107 20

○認知機能低下予防・支援
・「高知県認知症施策推進計画」にもとづき、認知症の正し
い知識の普及啓発や、かかりつけ医に対する研修などを実施
します。

○認知機能低下予防・支援
・「高知県認知症施策推進計画」にもとづき、認知症に関す
る正しい知識の普及啓発や、かかりつけ医に対する研修など
を実施します。

文言の整理

3 3 107 24

○介護予防強化型サービス事業所の育成支援
　市町村や事業所を対象とした研修会の開催などにより、自
立支援・重度化防止に資するサービスを提供する事業所の育
成を行います。

○介護予防強化型サービス事業所の育成支援
　市町村や事業所を対象とした研修会の開催などにより、自
立支援・重度化防止に資するサービスを提供する事業所を育
成していきます。

文言の整理

3 3 108 1

○高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施の推進
　令和６年度から県内の全市町村で実施が予定されています
が、よりよい取組みとなるよう、好事例の横展開やKDBシス
テムの活用支援など、事業の実施主体である高知県後期高齢
者医療広域連合及び高知県国民健康保険団体連合会と協力
し、市町村での取組みを支援します。

○高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施の推進
　令和６年度から県内の全市町村で実施が予定されている、
「高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施」について
は、よりよい取組みとなるよう、事業の実施主体である高知
県後期高齢者医療広域連合及び高知県国民健康保険団体連合
会と協力し、好事例の横展開やKDBシステムの活用支援など
により、市町村の取組みを支援します。

文言の整理
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R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

3 3 109 4

　本県では、全国に先行して人口減少や高齢化が進む中で、
ひとり暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯も増加していま
す。
　こうした現状の中で、多様化するニーズに対応するために
は、全国一律の介護や障害などの福祉制度サービスだけでな
く、多様な主体による生活支援サービスの充実が必要になり
ます。

　本県は、全国に先行して人口減少や高齢化が進んでおり、
ひとり暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯も増加していま
す。
　こうした現状のなかで、多様化するニーズに対応するため
には、全国一律の介護や障害などの福祉制度サービスだけで
なく、多様な主体による生活支援サービスを充実していく必
要があります。

文言の整理

3 3 109 9

　また、各地域では、住民同士による見守り活動など、地域
の既存の活動や助け合いを把握しながら、新たな活動を生み
出すための地域づくりを応援するコーディネート機能が不足
しているといった課題があります。

　また、現在でも、住民による見守りやゴミ出しといった日
常の困りごとへの支援など、高齢者の自立した日常生活を支
援する支え合いの活動が各地域で行われていますが、地域資
源の発見や、支援を必要とする高齢者と支え合い活動との
マッチング、ネットワーク化といった、生活支援に向けた持
続可能な支え合いの地域づくりを進めるコーディネート力が
不足しているといった課題があります。

文言の整理

3 3 109 12

　平成２１年度からは、子どもから高齢者まで、年齢や障害
の有無にかかわらず、小規模でありながらも必要な生活支援
サービスなどが提供できる「あったかふれあいセンター」事
業に取り組んでいます。

　県では、平成２１年度から、子どもから高齢者まで、年齢
や障害の有無にかかわらず、小規模でありながらも必要な生
活支援サービスなどが提供できる「あったかふれあいセン
ター」事業に取り組んでいます。

文言の整理

3 3 109 15

　また、市町村と市町村社会福祉協議会が一体的に地域福祉
を推進する基盤を整備するため、･･･全市町村で策定されてい
ます。あわせて、･･･地域福祉活動と災害時要配慮者対策を一
体的に推進しています。

　また、市町村と市町村社会福祉協議会が一体となって地域
福祉を推進する基盤を整備するため、･･･全市町村で策定され
ています。加えて、･･･地域福祉活動と災害時要配慮者対策を
一体的に推進しています。

文言の整理

3 3 109 23

　また、･･･懸念されています。介護は育児に比べて先が見え
にくく、介護をしながらでも長く働き続けることができる環
境を整備していくことが必要となっています。

　また、･･･懸念されています。介護は育児に比べて先が見え
にくいため、介護をしながらでも長く働き続けることができ
る環境を整備していく必要があります。

文言の整理

3 3 109 ｰ

◇　地域福祉アクションプランとは
　市町村が策定する地域福祉計画と市町村社会福祉協議会が
策定する地域福祉活動計画を一体的に策定したものを言いま
す。

◇　地域福祉アクションプランとは
　市町村が策定する地域福祉計画と市町村社会福祉協議会が
策定する地域福祉活動計画を一体的に策定したものをいいま
す。

他の項目と表現を統
一

3 3 110 2

○地域の支え合いの仕組みづくりの推進
　地域での見守りネットワークや必要なサービスにつなげて
いくための仕組みづくりを強化します。あわせて、民生委
員・児童委員が活動しやすい環境づくりを推進します。

○地域の支え合いの仕組みづくりの推進
　地域の見守りネットワークや、支援が必要な方を必要な
サービスにつなげていくための仕組みづくりを強化します。
あわせて、民生委員・児童委員が活動しやすい環境づくりを
推進します。

文言の整理
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R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

3 3 110 18

　また、地域の課題やニーズに対応した小規模多機能支援拠
点としての活動に加え、高齢者や障害者など地域の要配慮者
を早期に発見し、必要な支援やサービスにつなぐネットワー
クづくりや、地域での生活を維持するため生活課題に対応し
た支え合いの仕組みづくりを行う高知型地域共生社会の拠点
として機能強化を進めます。

　また、地域の課題やニーズに対応した、小規模多機能支援
拠点としての活動に加え、高齢者や障害者など、地域の要配
慮者を早期に発見し、必要な支援やサービスにつなぐネット
ワークづくりや、地域での生活を維持するため生活課題に対
応した支え合いの仕組みづくりを行う高知型地域共生社会の
拠点として、センターの機能強化を進めます。

文言の整理

3 3 111 11

　また、生活支援コーディネーターの活動を活性化し、地域
の生活支援体制の充実が図られるようにするため、アドバイ
ザーによる伴走型支援や、保健福祉圏域ごとの意見交換会な
どに取り組みます。

　また、生活支援コーディネーターの活動を活性化し、地域
の生活支援体制の整備を推進していくため、アドバイザーに
よる伴走型支援や、保健福祉圏域ごとの意見交換会の開催な
どに取り組みます。

文言の整理

3 3 112 3

　少子高齢化がますます進む中で、地域の課題やさまざまな
ニーズに対応していくためには、地域住民による支え合いの
活動、自発的な福祉活動、ボランティア活動を進める地域の
担い手づくりが欠かせません。そのためには、次代を担う子
どもたちをはじめ、地域住民への福祉教育・ボランティア学
習が必要です。加えて、ボランティアに関する情報発信や、
活動したい人と参加してもらいたい団体などとのマッチング
など、地域での実践活動につなげる仕組みづくりも必要で
す。

　少子高齢化がますます進むなかで、地域の課題やさまざま
なニーズに対応していくためには、地域住民による支え合い
の活動や自発的な福祉活動、ボランティア活動などを進める
地域の担い手づくりが欠かせません。そのためには、次代を
担う子どもたちをはじめ、地域住民への福祉教育・ボラン
ティア学習が必要です。また、ボランティアに関する情報発
信や、活動したい人と参加してもらいたい団体などとのマッ
チングなど、地域での実践活動につなげる仕組みづくりも必
要です。

文言の整理

3 3 112 9

　一方、地域の課題を自分たちで解決しようとするNPOの活
動は着実に広がっています。高齢者や介護を必要とする人々
を地域で支え合い、誰もが心豊かに安心して暮らせる自助・
共助のまちづくりのためには、NPO活動は不可欠になってい
ます。

　一方、地域の課題を自分たちで解決しようとするNPOの活
動は着実に広がっています。高齢者や介護を必要とする人々
を地域で支え合い、誰もが心豊かに安心して暮らせる自助・
共助のまちづくりを行っていくうえで、NPOの活動は不可欠
になっています。

文言の整理

3 3 112 13

　こうしたことから、ボランティアやNPOへの支援策とし
て、高知県社会福祉協議会が設置している高知県ボランティ
ア・NPOセンターでは、啓発や相談をはじめ、地域との連携
による福祉教育推進校でのボランティア学習やボランティ
ア・NPO活動の普及、インターネットサイト「ピッピネッ
ト」の運営によるマッチングや活動支援情報の提供などを
行っています。

　こうしたことから、ボランティアやNPOへの支援策とし
て、高知県社会福祉協議会が設置している高知県ボランティ
ア・NPOセンターでは、啓発や相談をはじめ、地域と連携し
た福祉教育推進校でのボランティア学習や、ボランティア・
NPO活動の普及、インターネットサイト「ピッピネット」の
運営によるマッチングや活動支援情報の提供などを行ってい
ます。

文言の整理
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R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

3 3 112 18

　また、ボランティアのマッチングや活動のボランティアポ
イントの管理等ができる「介護予防・ボランティア活動促進
アプリ」を高知家健康パスポートアプリ内に搭載したり、ボ
ランティア活動を行う者に対してポイントを付与する事業を
実施している市町村に対して支援するなど、地域で不足する
高齢者の生活支援の担い手確保の促進のための取組みを行っ
ています。

　また、ボランティアのマッチングや、ボランティアポイン
トの管理などができる「介護予防・ボランティア活動促進ア
プリ」の活用促進や、ボランティアに対してポイントを付与
する市町村への支援など、地域で不足する高齢者の生活支援
の担い手確保を促進するための取組みを行っています。

文言の整理

3 3 112 23

　今後さらに、地域住民への福祉教育・ボランティア学習を
進めていくためには、地域の関係機関のさらなる連携が必要
であり、調整役としてのボランティアコーディネーターの役
割もますます重要となっています。

　今後更に、地域住民への福祉教育・ボランティア学習を進
めていくためには、地域の関係機関のさらなる連携が必要で
あり、調整役としてのボランティアコーディネーターの役割
はますます重要になっています。

文言の整理

3 3 112 26

　また、高齢者の社会参加のニーズは高く、地域で社会参加
の機会を増やしていくことが、介護予防にもつながることか
ら、できる限り多くの高齢者が、地域で支援を必要とする高
齢者の支え手となるとともに、住民一人ひとりが自分自身の
能力や経験を生かして地域の活動に参加することが、よりよ
い地域づくりにつながっていくと考えられます。

　また、高齢者の社会参加のニーズは高く、地域で社会参加
の機会を増やしていくことが介護予防にもつながることか
ら、できる限り多くの高齢者が支援を必要とする高齢者の支
え手となり、自身の能力や経験を生かして地域の活動に参加
していくことが、よりよい地域づくりにつながっていくと考
えられます。

文言の整理

3 3 114 9

　今後、令和７年（２０２５年）には、戦後のベビーブーム
世代（団塊の世代）が後期高齢者となり、さらにその先を展
望すると、２０４０年にはいわゆる団塊ジュニアの世代が６
５歳以上となり、急速に高齢化が進展する中、「支えが必要
な人」というこれまでの高齢者像を変え、地域活動や就労等
の社会参加への意欲を持つ高齢者には、「第２の現役世代」
として、地域の担い手として活躍してもらうことが期待され
ています。

　本計画期間中の令和７年（２０２５年）には、戦後のベ
ビーブーム世代（団塊の世代）が後期高齢者となるほか、電
子決済を利用し、スマートフォンなどのICT機器を当たり前の
ように使いこなす、価値観も社会との関わり方もこれまで以
上に多様化した世代が「高齢者」と呼ばれることになるな
ど、高齢者像も多層化・多様化していきます。こうした高齢
者のなかで、地域活動や就労等の社会参加への意欲を持つ方
には、「第２の現役世代」として、地域の新たな担い手と
なって活躍してもらうことが期待されています。

文言の整理

3 3 114 18 ｰ

　更に、地域の集いの場の整備と、その維持に向けた、市町
村の取組みに対する支援が重要です。

本文へ追記
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R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

3 3 114 20

　こうしたことから、県では、関係団体と連携し、一人でも
多くの高齢者が、スポーツや文化、ボランティア活動を始め
るきっかけとなるよう、シニアスポーツ交流大会やオールド
パワー文化展の開催、ねんりんピック（全国健康福祉祭）へ
の選手の派遣、ホームページを活用した情報発信などの健康
と生きがいづくりの取組みを支援し、シニアスポーツや文化
活動への参加人口の拡大に取り組んでいます。

　こうしたことから、県では、関係団体と連携し、一人でも
多くの高齢者がスポーツや文化、ボランティア活動を始める
きっかけとなるよう、シニアスポーツ交流大会やオールドパ
ワー文化展の開催、ねんりんピック（全国健康福祉祭）への
選手の派遣、ホームページを活用した情報発信といった健康
と生きがいづくりの取組みを支援し、スポーツや文化活動へ
の参加人口の拡大に取り組んでいます。

文言の整理

3 3 114 25

　近年、高齢者においても、パソコンやスマートフォンなど
によるインターネットの利用が進んでいることから、これら
の情報通信手段を有効に活用し、情報を発信していくことも
重要です。

　近年は、高齢者においても、パソコンやスマートフォンな
どによるインターネットの利用が進んでいることから、これ
らの情報通信手段を有効に活用し、情報を発信していくこと
も重要です。

文言の整理

3 3 114 27

　また、高齢者の生活様式の多様化などによって、老人クラ
ブへの加入率は年々低下傾向にありますが、老人クラブは地
域の美化活動や一人暮らしの高齢者宅への訪問などの社会活
動だけでなく、仲間づくりを通じた健康づくりや介護予防に
つながる事業にも取り組んでおり、地域を支える担い手とし
て重要な役割が期待されており、今後、リーダーとなる後継
者の育成や若手高齢者のニーズにあった事業展開により加入
率の増加を図っていく必要があります。

　また、高齢者の生活様式の多様化などによって、老人クラ
ブへの加入率は年々低下傾向にありますが、老人クラブは地
域の美化活動や一人暮らしの高齢者宅への訪問などの社会活
動だけでなく、仲間づくりを通じた健康づくりや介護予防に
つながる事業にも取り組んでおり、地域を支える担い手とし
て重要な役割が期待されていることから、今後、リーダーと
なる後継者の育成や若手高齢者のニーズにあった事業展開に
より加入率の増加を図っていく必要があります。

文言の整理

3 3 115 16

○社会参加を通じた生きがいづくりの推進
　介護予防・ボランティアアプリの活用促進やボランティア
ポイントへの支援などを通じて、高齢者の地域における住民
主体の通いの場をはじめとしたさまざまな介護予防活動や、
ボランティアへの参加を促進することにより、地域社会にお
ける役割意識を育むとともに、社会参加の機会の拡大と多様
な活躍の場づくりを推進します。

○社会参加を通じた生きがいづくりの推進
　介護予防・ボランティアアプリの活用促進やボランティア
ポイントへの支援などを通じて、住民主体の通いの場をはじ
めとしたさまざまな介護予防活動や、ボランティアへの参加
を促進することにより、地域社会における役割意識を育むと
ともに、社会参加の機会の拡大と多様な活躍の場づくりを推
進します。

文言の整理

3 3 115 ｰ ｰ
　デジタルデバイドに関する注釈を追記。

3 3 116 6

　このため、６５歳までの雇用確保（義務）に加え、７０歳
までの就業確保措置（努力義務）などによる高年齢者雇用確
保措置のほか、高齢者の就労意欲や能力に応じた働き方がで
きる環境を整えていくことが必要です。

　このため、６５歳までの雇用確保（義務）に加え、７０歳
までの就業確保措置（努力義務）などによる高年齢者雇用確
保措置のほか、高齢者の就労意欲や能力に応じた働き方がで
きる環境を整えていくことが重要です。

文言の整理

- 21 -



R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

3 3 116 9

　また、職場を離れた高齢者の方の能力を活用した就業を進
めていくため、臨時的・短期的又は軽易な就業の機会や社会
参加の場を総合的に提供する「シルバー人材センター」が各
地域にあります。この「シルバー人材センター」は、概ね６
０歳以上の定年退職者などを会員とする自主的な会員組織で
あり、令和５年３月末現在で県内２０箇所（２９市町村）に
設置され、４，５００人の会員により運営されており、これ
まで培った知識や技能を生かして活動しています。

　また、職場を離れた高齢者の、能力を活用した就業を進め
ていくため、臨時的・短期的又は軽易な就業の機会や社会参
加の場を総合的に提供する「シルバー人材センター」が各地
域にあります。この「シルバー人材センター」は、おおむね
６０歳以上の定年退職者などを会員とする自主的な会員組織
であり、令和５年３月末現在で県内２０箇所（２９市町村）
に設置され、４，５００人の会員により運営されており、こ
れまでに培った知識や技能を生かして活動しています。

文言の整理

3 3 116 15

　今後は、安定して活動するために、それぞれの地域におい
て事業開拓をより充実させ、高齢者に対する就業機会の提供
を通じて、地域が抱える課題に対してアプローチができる組
織づくりとともに、活動する会員数や受注業務量をさらに増
加させていく必要があります。

　今後は、安定して活動するために、それぞれの地域におけ
る事業開拓をより充実させ、高齢者に対する就業機会の提供
を通じて、地域が抱える課題に対してアプローチができる組
織づくりを進めるとともに、活動する会員数や受注業務量を
さらに増加させていく必要があります。

文言の整理

3 3 116 20

○高年齢者雇用確保措置の定着
　国が実施する取組み（６５歳までの雇用確保（義務）に加
え、７０歳までの就業確保措置（努力義務）や６５歳超雇用
推進助成金など）について、広報等でのサポートを通じて、
高年齢者雇用安定法による高年齢者就業確保措置の定着を図
ります。

○高年齢者雇用確保措置の定着
　国が実施する取組み（６５歳までの雇用確保（義務）に加
え、７０歳までの就業確保措置（努力義務）や６５歳超雇用
推進助成金など）について、広報等によるサポートを通じ
て、高年齢者雇用安定法に基づく高年齢者就業確保措置の定
着を図ります。

文言の整理

3 3 118 4

　県では、これまで高齢者が要支援や要介護の状態になって
も、できる限り住み慣れた地域で過ごせるようにするため
に、高齢者の身体状況に合わせた自宅のバリアフリー化など
の住宅改造への支援、在宅で生活されている高齢者の身体機
能の低下に伴うADLの低下や、医療機関退院後の在宅での生
活などへの支援に加え、低廉な家賃で入居ができる高齢者向
けの住まいの確保対策への支援を行ってきました。今後、さ
らなる高齢化の進展に伴い、高齢者の独居世帯や高齢者夫婦
世帯が増加することが見込まれる中、高知型地域共生社会の
実現という観点からも、生活の基盤である住まいを確保する
ことは大変重要です。

　県では、これまで高齢者が要支援や要介護の状態になって
も、できる限り住み慣れた地域で過ごせるようにするため、
高齢者の身体状況に合わせた自宅のバリアフリー化などの住
宅改造に対して支援を行ってきました。また、在宅で生活さ
れている高齢者の身体機能の低下に伴うADLの低下や、医療
機関退院後の在宅での生活などへの支援に加えて、低廉な家
賃で入居ができる高齢者向けの住まいの確保対策への支援な
ども行ってきました。
　今後、さらなる高齢化の進展に伴い、高齢者の独居世帯や
高齢者夫婦世帯が増加することが見込まれるなか、高知型地
域共生社会を実現するうえでも、生活の基盤である住まいを
確保することは大変重要です。

文言の整理
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R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

3 3 118 12

　また、高齢者が住み慣れた地域で住み続けられるよう、既
存の集合住宅等へのスムーズな入居支援なども必要です。特
に、中山間地域では、地域での支え合いの力の弱まりなど、
高齢者が生活しづらい環境となっており、住み慣れた地域の
中心部への住み替えによるコンパクトタウン等を実現してい
く必要性も、今後ますます高まるものと思われます。

　また、高齢者が住み慣れた地域で住み続けられるよう、既
存の集合住宅等へのスムーズな入居支援なども必要です。特
に、中山間地域では、地域での支え合いの力が弱まるなど、
高齢者が生活しづらい環境になってきており、住み慣れた地
域の中心部に住み替えるコンパクトタウン等を実現していく
必要性は、今後ますます高まるものと考えられます。

文言の整理

3 3 118 21

　また、介護保険法や老人福祉法などに規定される施設等以
外の住宅施策として、公営住宅をはじめとする公的住宅の整
備、「高齢者の居住の安定確保に関する法律」にもとづく
サービス付き高齢者向け住宅の登録や情報提供などについ
て、今後も引き続き進めてまいります。

　また、介護保険法や老人福祉法などに規定される施設等以
外の住宅施策として、公営住宅をはじめとする公的住宅の整
備や、「高齢者の居住の安定確保に関する法律」に基づく
サービス付き高齢者向け住宅の登録や情報提供などを、今後
も引き続き進めてまいります。

文言の整理

3 3 118 30

○住宅等改造支援事業の活用促進
　高齢者が、住み慣れた自宅や地域で安心して生活すること
ができ、家族の負担も軽減されるよう、住宅改造事業に取り
組む市町村を支援します。
　また、現地へ福祉住環境コーディネーター等を派遣し、効
果的な住宅改造についてアドバイスするとともに、市町村の
担当者等への研修を行います

○住宅等改造支援事業の活用促進
　高齢者が住み慣れた自宅や地域で安心して生活することが
でき、家族の介護の負担も軽減されるよう、住宅改造事業に
取り組む市町村を支援します。
　また、現地に福祉住環境コーディネーター等を派遣し、効
果的な住宅改造についてアドバイスするとともに、市町村の
担当者等への研修を行います

文言の整理

3 3 119 21

○サービスと一体的な高齢者の住まいの整備及び確保
　空き家や遊休施設（廃校舎、旧集会所、旧診療所等）を活
用したサービスと一体的な住まいの確保について、市町村の
ニーズに応じた支援に取り組みます。
　また、高齢者の住まいに関する先進的な取組みについて、
市町村に情報提供を行うとともに、既存施設等を活用した高
齢者の住まいの整備について、市町村のニーズに応じた支援
に取り組むなど、高齢者が在宅療養を選択できる環境整備を
推進します。

○サービスと一体的な高齢者の住まいの整備及び確保
　空き家や遊休施設（廃校舎や旧集会所、旧診療所等）を活
用したサービスと一体的な住まいの確保について、市町村の
ニーズに応じた支援に取り組みます。
　また、高齢者の住まいに関する先進的な取組みについて市
町村に情報提供するとともに、既存施設等を活用した高齢者
の住まいの整備について、市町村のニーズに応じた支援に取
り組むなど、高齢者が在宅療養・介護を選択できる住環境の
整備を推進します。

文言の整理
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R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

3 3 120 3

　近年、高齢者の増加に伴い、虐待発生件数も全国的に増加
の傾向がみられています。
　また、養護、被養護の関係にない者からの虐待やセルフネ
グレクトなどの事案も発生しており、高齢者虐待防止対策を
より推進していく必要があります。
　高齢者への虐待を防止するためには、身近な人をはじめと
した地域でのきめ細かな見守りや、生活に困難や課題を抱え
る人に対してできるだけ早く適切な支援を届けることが重要
です。

　新型コロナウイルス感染症の流行に伴う生活様式の変化
や、認知症高齢者の増加などを背景として、近年、養介護施
設従事者による虐待、養護者による虐待ともに発生件数は増
加傾向にあります。
　また、養護、被養護の関係にない者からの虐待や、セルフ
ネグレクトといった事案も発生しており、より幅広く高齢者
虐待の防止対策を推進していく必要があります。
　高齢者への虐待を防止するためには、家族や親族といった
身近な人だけでなく、地域住民や福祉関係者などによるきめ
細かな見守りが重要です。また、生活に困難や課題を抱える
高齢者や、その家族などをできるだけ早く適切な支援へとつ
なぐ必要があります。

文言の整理

3 3 120 10

　また、親族から虐待を受けている場合など、発見が困難な
ケースもあることから、平成１８年４月から施行された「高
齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法
律」によって、高齢者虐待に気付いた人には、市町村に通報
する義務が生じるとともに、市町村には立入調査の権限が与
えられています。

　虐待のなかには、親族から虐待を受けている場合など、発
見が困難なケースもあることから、平成１８年４月に施行さ
れた「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に
関する法律」では、高齢者虐待を発見した人に対する通報義
務が定められるとともに、市町村に立入調査の権限が与えら
れることになりました。

文言の整理

3 3 120 14

　養護者虐待に対しては、行政権限を適切に行使し、被虐待
者及び虐待者に対する相談、指導又は助言を行い、発生した
虐待の要因等を分析し、再発防止に取り組むことが重要で
す。
　また、養介護施設従事者等虐待に対しては、県と市町村が
協働して虐待の防止に取り組むことが重要です。

　養護者虐待については、市町村が行政権限を適切に行使
し、被虐待者及び虐待者に対する相談、指導又は助言を行う
とともに、発生した虐待の要因等を分析し、再発防止に取り
組むことが重要です。
　また、養介護施設従事者等による虐待については、県と市
町村とが協働して虐待の防止に取り組むことが重要です。

文言の整理

3 3 120 19

　市町村においては、虐待の防止や早期発見から個別支援に
至る各段階において、虐待の恐れのある高齢者やその家族な
どへの多面的な支援を行うため、高齢者虐待防止ネットワー
クなど、関係機関・団体との連携、協力に取り組んでいま
す。
　また、県においては、市町村職員や介護施設職員等を対象
に、高齢者虐待防止・身体拘束廃止を正しく理解して取り組
むための研修会などを行っており、研修会の実施により虐待
の定義や市町村への通報義務などが浸透したことで、相談や
通報の件数が増えてきていると考えられます。

　市町村においては、虐待の防止や早期発見から個別支援に
至るまでの各段階において、虐待の恐れのある高齢者やその
家族などへの多面的な支援を行うため、権利擁護センターの
設置や高齢者虐待防止ネットワークを構築するなど、関係機
関・団体との連携、協力に取り組んでいます。
　また、県においては、市町村職員や介護施設職員等を対象
に、高齢者虐待防止や身体拘束廃止を正しく理解して取り組
むための研修などを実施しており、研修などを通じて、虐待
の定義や市町村への通報義務などが浸透したことにより、相
談や通報の件数が増えてきているものと考えられます。

文言の整理
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R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

3 3 120 24

　その一方で、虐待の認定件数も高水準で推移していること
から、虐待防止に向けた体制整備を一層強化する必要があり
ます。

　その一方で、虐待の認定件数は高水準で推移していること
から、虐待防止に向けた体制の整備を、より一層強化してい
く必要があります。

文言の整理

3 3 121 2

○高齢者虐待防止に関する広報・啓発活動
　高齢者虐待の防止や早期発見のため、リーフレットやホー
ムページなどを通じて通報や相談窓口の周知を行い、高齢者
の権利擁護について普及啓発を行います。

○高齢者虐待防止に関する広報・啓発活動
　高齢者虐待の防止や早期発見のため、リーフレットやホー
ムページなどを通じて通報先や相談窓口の周知を行い、高齢
者の権利擁護について普及啓発を行います。

文言の整理

3 3 121 6

○市町村・地域包括支援センター職員の資質向上
　虐待防止に向けて、市町村や地域包括支援センター職員を
対象とした研修会を開催し、職員の資質向上を図ります。
　また、虐待防止ネットワークの構築や虐待対応等困難事例
への対応における助言や支援を行います。

○市町村・地域包括支援センター職員の資質向上
　高齢者虐待の防止に向けて、市町村や地域包括支援セン
ター職員を対象とした研修を実施し、職員の資質向上を図り
ます。
　また、虐待防止ネットワークの構築や虐待対応等困難事例
への対応について、助言や支援を行います。

文言の整理

3 3 121 11

○高知県高齢者・障害者権利擁護専門家チームとの連携
　困難事例に対して専門的な助言を行う高知県高齢者・障害
者権利擁護専門家チームと連携し、高齢者の虐待防止に取り
組む市町村への支援を行います。

○高知県高齢者・障害者権利擁護専門家チームとの連携
　困難事例に対して専門的な助言を行う高知県高齢者・障害
者権利擁護専門家チームと連携し、高齢者の虐待防止に取り
組む市町村を支援します。

文言の整理

3 3 121 14

○介護施設職員等の資質向上
　介護施設職員等を対象に、高齢者虐待の防止や身体拘束の
廃止など、利用者の権利擁護の視点に立った介護に関する考
え方を習得するための研修会を開催します。

○介護施設職員等の資質向上
　介護施設職員等を対象に、高齢者虐待の防止や身体拘束の
廃止など、利用者の権利擁護の視点に立った介護の考え方を
習得するための研修を実施します。

文言の整理

3 3 122 6

　高齢者虐待など、高齢者の権利侵害が関係する困難事例が
発生している中で、権利擁護に関する身近な相談窓口である
地域包括支援センターが行う総合相談支援業務や、成年後見
制度の活用などの権利擁護業務を支援する必要があります。

　高齢者虐待など、高齢者の権利侵害が関係する困難事例に
対して適切に対応していくためには、身近な相談窓口である
地域包括支援センターの総合相談支援業務や、成年後見制度
の活用などの権利擁護業務を支援していく必要があります。

他の項目と表現を統
一

3 3 122 9

　成年後見制度は、判断能力が十分でない人がさまざまな法
律行為を行う場合に、本人の能力を補い権利を保護するため
の制度で、平成１２年度から実施されています。

　成年後見制度は、判断能力が十分でない人がさまざまな法
律行為を行う場合に、本人の能力を補い、権利を保護するた
めの制度であり、平成１２年度から実施されています。

文言の整理
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R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

3 3 122 21

　このほか、認知症高齢者などの日常生活を支援するための
事業として、平成１１年に「地域福祉権利擁護事業」が創設
され、現在では「日常生活自立支援事業」に名称を変更し
て、地域住民により身近な県内各市町村の社会福祉協議会に
専門員を設置して実施されています。

　このほか、認知症高齢者などの日常生活を支援するための
事業として、平成１１年に「地域福祉権利擁護事業」が創設
され、現在では「日常生活自立支援事業」に名称を変更し
て、地域住民にとって身近な各市町村の社会福祉協議会に専
門員を配置して実施されています。

文言の整理

3 3 122 26

　支援が必要な高齢者が増加する中、利用者は増加傾向にあ
り、本事業の需要がさらに高まることが見込まれます。

　支援が必要な高齢者が増加するなか、利用者は増加傾向に
あり、本事業の需要がさらに高まることが見込まれていま
す。

他の項目と表現を統
一

3 3 123 3

○高齢者の権利擁護の推進に関する広報・啓発活動
　高齢者虐待の防止や早期発見のため、リーフレットやホー
ムページなどを通じて通報や相談窓口の周知を行い、高齢者
の権利擁護について普及啓発を行います。

○高齢者の権利擁護の推進に関する広報・啓発活動
　高齢者虐待の防止や早期発見のため、リーフレットやホー
ムページなどを通じて通報先や相談窓口の周知を行い、高齢
者の権利擁護について普及啓発を行います。

文言の整理

3 3 123 6

○成年後見制度の利用促進に向けた支援
　「成年後見制度利用促進基本計画」に基づく中核機関の設
置や、権利擁護支援の地域連携ネットワーク等の機能整備
（広報機能、相談機能、成年後見制度利用促進機能、後見人
支援機能）などといった、成年後見制度の利用促進に向けた
市町村の取組みを支援します。

○成年後見制度の利用促進に向けた支援
　「成年後見制度利用促進基本計画」に基づく中核機関の設
置や、権利擁護支援の地域連携ネットワーク等の機能整備
（広報機能、相談機能、成年後見制度利用促進機能及び後見
人支援機能）などといった、成年後見制度の利用促進に向け
た市町村の取組みを支援します。

他の項目と表現を統
一

3 3 124 3

　高齢者を含むすべての県民が自由に行動し、社会、経済、
文化その他あらゆる分野の活動に積極的に参加することがで
きる、ひとにやさしいまちづくりの実現のためには、建築物
のバリアフリー化をはじめ、安全かつ円滑に移動できる歩行
空間の確保や、すべての人々が憩う場である公園施設などに
ついても安全で安心して利用できるように整備していくこと
が必要です。

　高齢者を含むすべての県民が自由に行動し、社会、経済、
文化その他あらゆる分野の活動に積極的に参加することがで
きる、ひとにやさしいまちづくりの実現のためには、建築物
のバリアフリー化をはじめ、安全かつ円滑に移動できる歩行
空間の確保や、すべての人々が憩う場である公園施設などに
ついても安全で安心して利用できるように整備していく必要
があります。

文言の整理

3 3 124 18

　また、高齢者や障害者など移動に配慮が必要な人に利用証
を交付し、量販店や公共的施設などの施設管理者の協力のも
と、駐車時に利用証の提示や掲示を求める「こうちあったか
パーキング制度（高知県障害者等用駐車場利用証交付制
度）」を平成２３年２月から実施し、障害者等用駐車場の適
正利用を促進しています。

　また、高齢者や障害者など、移動に配慮が必要な人に利用
証を交付し、量販店や公共的施設などの施設管理者の協力の
もと、駐車時に利用証の提示や掲示を求める「こうちあった
かパーキング制度（高知県障害者等用駐車場利用証交付制
度）」を平成２３年２月から実施し、障害者等用駐車場の適
正利用を促進しています。

文言の整理

3 3 125 9

　そのため、高齢者の事故実態に応じた具体的な交通安全教
育を行い、高齢者同士の相互啓発などによる交通安全意識の
高揚を図ることが大切です。

　そのため、高齢者の交通事故の実態に即した具体的な交通
安全教育を行い、高齢者同士の相互啓発などによる交通安全
意識の高揚を図ることが大切です。

文言の整理
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R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

3 3 126 7

　高齢者の消費者被害は、周りの人からの相談が多く、被害
の未然防止や早期救済のためには、高齢者自身への注意喚起
とともに、日頃からの高齢者の見守りを通して、早期に相談
窓口につなげることが重要です。
　今後は、これまでの県民への広報啓発や身近な市町村窓口
の充実強化の取組みに加え、これらの体制をもとに、高齢者
や高齢者を見守る人へのきめ細かな啓発や、地域のネット
ワークによる見守りをさらに強化する必要があります。

　高齢者の消費者被害は、周囲の人からの相談が多く、被害
の未然防止や早期救済のためには、高齢者自身への注意喚起
とともに、日頃の高齢者の見守りなどを通じて、早期に相談
窓口につなげることが重要です。
　今後は、これまでの県民への広報啓発や身近な市町村窓口
の充実強化の取組みに加えて、これらの体制をもとに、高齢
者や高齢者を見守る人へのきめ細かな啓発や、地域のネット
ワークによる見守りをさらに強化していく必要があります。

文言の整理

3 3 127 10

○広報・啓発活動の推進
　広報紙の発行、啓発イベントの開催、ポスター、チラシ及
びパンフレットなどを活用した幅広い広報啓発活動を実施す
るとともに、関係機関、関係団体との連携による出前講座等
を開催します。

○広報・啓発活動の推進
　広報紙の発行、啓発イベントの開催、ポスター、チラシ、
パンフレットなどを活用した幅広い広報啓発活動を実施する
とともに、関係機関や関係団体との連携による出前講座等を
開催します。

文言の整理

3 4
129
～

175
-

　本文中の数字（半角） 　本文中の数字は、ひと桁であれふた桁であれすべて全角で
表記

引用した論文等の表
記については半角

3 4
129
～

175
-

　本文中の「％」表記 　本文中はすべて「パーセント」で表記

3 4
129
～

175
-

　図表やグラフのタイトル 　図表やグラフのタイトルは、すべてメイリオ・11ｐで表記

3 4
129
～

175
-

　１ページ中の複数ある図表 　１ページ中に複数の図表があるときは、横幅を上下で揃え
る

3 4
129
～

175
-

　「出典」や「注」の表記 　「出典」等はすべて左寄せ、HGゴシックM・９ｐで表記

3 4
129
～

175
-

　「出典」について 　国の資料等から引用した図表等は「出典」と表記し、国の
データ等を活用して県が作成した図表については「資料」と
表記

3 4
129
～

175
-

　「さらに」「さらなる」等 　「更に」「更なる」等漢字表記で統一

3 4
129
～

175

　「取組」「取組み」「取り組み」等 　名詞は、「今後の取組」を除いて、「取組み」と標記
　動詞は、「取り組む」と表記
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R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

3 4 128 3

令和５年６月１６日に、認知症に関する初の法律「共生社会
の実現を推進するための認知症基本法」が公布され、施行期
日は公布の日から起算して１年を超えない範囲で政令におい
て定める日とされました。

令和５年６月１６日に、認知症に関する初の法律「共生社会
の実現を推進するための認知症基本法」が公布され、令和６
年１月１日に施行されました。

3 4 129 7

　この要因としては、寿命の延伸に伴う介護保険制度による
認知症への対応や、抗認知症薬が開発・処方されたことによ
る患者数の増加等が考えられます。

この要因としては、寿命の延伸による患者数の増加や、認知
症の方に対応する介護保険制度の充実等が考えられます。

3 4 131 4

　この調査では、認知症施策の取組みプロセスを構造化した
ロジックモデルを用いて、これまで構築を進めてきた体制に
対する自己評価を「体制がある・どちらかといえばある・な
し」の３区分で回答してもらい評価を行っています。

　この調査では、認知症施策の取組みプロセスを構造化した
ロジックモデルを用いて、これまで構築を進めてきた体制に
対する自己評価を、「体制がある・どちらかといえばある・
なし」の３区分で回答してもらい、評価を行っています。

文言の整理

3 4 131
図
表

《市町村によって評価がわかれるもの》
　・認知症対応型通所介護サービス、小規模多機能居宅
　　介護等、地域密着型サービスの提供

《市町村によって評価がわかれるもの》
　・認知症対応型通所介護サービス、小規模多機能型居宅
　　介護等、地域密着型サービスの提供

「型」抜け

3 4 133 2

　県では、認知症の人や家族が安心して幸せに暮らすための
視点や、日常の暮らしぶりや困りごと等について把握するた
め、認知症の人本人及び家族の会に対しインタビュー方式に
より調査を行いました。
　調査のまとめは、記録した自由発言から重要なキーワード
を抽出し、ポジティブまたはネガティブな発言として整理
し、内容を「認知症への理解を深める」「受診等支援へのア
クセス」「安心して暮らすために必要なこと」の３つのジャ
ンルに区分し整理を行いました。
　調査から見えてきた認知症の人や家族の声を以下の表に整
理ています。

　県では、認知症の人や家族が安心して幸せに暮らすための
視点や、日常の暮らしぶりや困りごと等について把握するた
め、認知症の人本人及び家族の会に対してインタビュー方式
により調査を行いました。
　調査のまとめは、記録した自由発言から重要なキーワード
を抽出し、ポジティブまたはネガティブな発言として整理
し、内容を「認知症への理解を深める」、「受診等支援への
アクセス」、「安心して暮らすために必要なこと」の３つの
ジャンルに区分して整理を行いました。
　調査から見えてきた認知症の人や家族の声を、以下の表に
整理しています。

「し」抜け

3 4 134 ｰ

インタビュー内容：地域での暮らしぶりの中での嬉しいこと
や嫌なこと、不安や不便なこと、地域で生活していくうえで
の希望などを面談にて自由に発言してもらった。

インタビュー内容：地域での暮らしぶりのなかでの嬉しいこ
とや嫌なこと、不安や不便なこと、地域で生活していくうえ
での希望などを面談にて自由に発言してもらった。

他の項目と表現を統
一
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R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

3 4 135 3

●認知症のネガティブなイメージの払拭と自分ごと化が必要
　認知症の進行速度は個人差があり、必ずしも発症から急激
に重度化するわけではありません。特に、神経変性疾患（脳
の神経細胞が徐々に失われる疾患）による認知症の中で最も
多いアルツハイマー型認知症は、進行速度が遅く症状が一気
に進むことはないといわれています。

●認知症へのネガティブなイメージの払拭と自分ごと化が必
要
　認知症の進行速度は個人差があり、必ずしも発症から急激
に重度化するわけではありません。特に、神経変性疾患（脳
の神経細胞が徐々に失われる疾患）による認知症の中で最も
多いアルツハイマー型認知症は、進行速度が遅く、症状が一
気に進むことはないといわれています。

文言の整理

3 4 135 9

　しかし、内閣府が令和元年に実施した「認知症に関する世
論調査」において、認知症に対してどのようなイメージを
持っているか聞いたところ、「認知症になると、身の回りの
ことができなくなり、介護施設に入ってサポートを利用する
ことが必要になる」と答えた者の割合が 40.0％･･･

　しかし、内閣府が令和元年に実施した「認知症に関する世
論調査」において、認知症に対してどのようなイメージを
持っているかを尋ねたところ、「認知症になると、身の回り
のことができなくなり、介護施設に入ってサポートを利用す
ることが必要になる」と答えた者の割合が４０．０パーセン
ト･･･

文言の整理

3 4 135 18

　この結果から、依然として見当識や記憶障害、BPSD（周
辺症状ともいい、脳の機能低下によって二次的に起こる症
状）が進んだ状態の認知症をイメージしてしまう人が多いこ
とが伺えます。

　この結果から、依然として見当識や記憶障害、BPSD（周
辺症状ともいい、脳の機能低下によって二次的に起こる症
状）が進んだ状態の認知症をイメージしてしまう人が多いこ
とがうかがえます。

3 4 135 28

　認知症は誰もが発症する可能性がある疾患であり、いつか
は自分が認知症とともに生きるかもしれないことを自分ごと
として捉え、互いに地域で支え合っていくことの重要性を考
え認識をもってもらうことが必要です。

　認知症は誰もが発症する可能性がある疾患であり、いつか
は自分が認知症とともに生きるかもしれないことを自分ごと
として捉え、互いに地域で支え合っていくことの重要性を考
え、認識をもってもらうことが必要です。

文言の整理

3 4 136 4

　認知症になっても住み慣れた地域で希望を持って暮らし続
けることができるためには、県民の誰もが自分ごととして認
知症を理解することが必要です。

　認知症になっても住み慣れた地域で希望を持って暮らし続
けることができるようにするためには、県民の誰もが自分ご
ととして認知症を理解することが必要です。

文言の整理

3 4 136 6

　このため、県では市町村と協力して、介護保険被保険者証
（65歳以上）及び後期高齢者医療被保険者証（75歳以上が
対象）の発送時等に、自分でできる認知症のチェックリスト
や認知症に関する相談窓口を掲載したリーフレット「もしか
して認知症？」を同封し、啓発を図っています。

　このため、県では市町村と協力して、介護保険被保険者証
（６５歳以上）及び後期高齢者医療被保険者証（７５歳以上
が対象）の発送時等に、自分でできる認知症のチェックリス
トや、認知症に関する相談窓口を掲載したリーフレット「も
しかして認知症？」を同封し、啓発を図っています。

文言の整理

3 4 136 10

　また、高齢者が集う場や県政出前講座などにおいて、認知
症の基本的な知識に関するパンフレット「知っちゅうかえ?認
知症のキホン」などを活用した普及啓発を実施しています。

　また、高齢者が集う場や、県政出前講座などにおいて、認
知症の基本的な知識に関するパンフレット「知っちゅうかえ?
認知症のキホン」などを活用した普及啓発を実施していま
す。

文言の整理
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R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

3 4 137 1

　また、９月を「世界アルツハイマー月間」と定め、様々な
取組みが実施されています。県では、認知症の人と家族の会
高知県支部と連携し、この期間中に高知城をオレンジ色にラ
イトアップするイベントやアルツハイマーデー記念講演会な
どを開催し、認知症への理解や関心を高める取組みを実施し
ています。

　また、９月を「世界アルツハイマー月間」と定め、様々な
取組みが実施されています。県では、認知症の人と家族の会
高知県支部と連携し、この期間中に高知城をオレンジ色にラ
イトアップするイベントや、アルツハイマーデー記念講演会
などを開催し、認知症への理解や関心を高める取組みを実施
しています。

文言の整理

3 4 137 5

　また、若年性認知症に関する知識の普及を図るため、「若
年性認知症フォーラム」を開催し、県民のみならず医療・介
護従事者や事業所等の事業主や健康管理責任者に対して周知
啓発に取り組んでいます。

　また、若年性認知症に関する知識の普及を図るため、「若
年性認知症フォーラム」を開催し、県民のみならず医療・介
護従事者や事業所等の事業主、健康管理責任者に対して周知
啓発に取り組んでいます。

文言の整理

3 4 137 8

　メディアを活用した啓発としては、民間企業と連携し、認
知症をテーマにした　記事「優しい社会へ」を地元新聞に隔
月掲載（奇数月の最終日曜日付）し、県民に広く啓発を実施
しています。

　メディアを活用した啓発としては、民間企業と連携し、認
知症をテーマにした　記事「優しい社会へ」を地元新聞に隔
月掲載（奇数月の最終日曜日）し、県民に広く啓発を実施し
ています。

3 4 137 15

　また、世界アルツハイマー月間の機会を捉え、市町村や関
係機関と連携したイベントを開催するなど、認知症に関する
機運の醸成を図ります。

　また、世界アルツハイマー月間の機会を捉え、市町村や関
係機関と連携したイベントを開催するなど、認知症への理解
を深める機運の醸成を図ります。

文言の整理

3 4 138
図
表

　市町村においても、市町村庁舎のライトアップの実施や市
町村広報誌へのアルツハイマーデーに関する記事の掲載、図
書館での認知症関連図書の展示など様々な取組みが実施され
ています。

　市町村においても、市町村庁舎のライトアップの実施や市
町村広報誌へのアルツハイマーデーに関する記事の掲載、図
書館での認知症関連図書の展示など、様々な取組みが実施さ
れています。

文言の整理

3 4 138 6

　認知症サポーターは、何か特別なことをするわけではな
く、道に迷って不安そうな人を見かけたら「お困りですか」
と声をかけるなど、日常生活の中で、認知症の人や家族をで
きる範囲で支援をしています。

　認知症サポーターは、何か特別なことをするわけではな
く、道に迷って不安そうな人を見かけたら、「お困りです
か」と声をかけるなど、日常生活の中で、認知症の人や家族
をできる範囲で支援しています。

文言の整理

3 4 138 11

　また、認知症サポーターを養成する講座の講師役となる
「キャラバン・メイト」も、令和5年9月時点で1,580人と
なっており、講座の開催をきっかけに、住民からの相談を受
けたり関係機関との連携を図ることを通じて、地域のリー
ダー役となる役割も期待されています。

　また、認知症サポーターを養成する講座の講師役となる
「キャラバン・メイト」も、令和５年９月時点で１，５８０
人となっており、講座の開催をきっかけに、住民からの相談
を受けたり、関係機関との連携を図ることを通じて、地域の
リーダー役となる役割も期待されています。

文言の整理

- 30 -



R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

3 4 138 15

　国は、認知症サポーターの量的な拡大を図ることに加え、
更にステップアップ講座を受講してもらい、認知症サポー
ター等が支援チームを作って、認知症の人やその家族の支援
ニーズに合った具体的な支援につなげる仕組み（「チームオ
レンジ」と言います。）を地域ごとに構築することを目指し
ています。

　国は、認知症サポーターの量的な拡大を図ることに加え、
更にステップアップ講座を受講してもらい、認知症サポー
ター等が支援チームを作って、認知症の人やその家族の支援
ニーズに合った具体的な支援につなげる仕組み（「チームオ
レンジ」といいます。）を地域ごとに構築することを目指し
ています。

他の項目と表現を統
一

3 4 139
図
表

図表【本県の認知症サポーター養成者数の推移】
資料：高知県調べ

図表【本県の認知症サポーター養成者数の推移】
資料：認知症サポーターキャラバン/全国キャラバン・メイト
連絡協議会

3 4 139 5

　また、認知症サポーターのさらなる活躍に繫げるためのス
テップアップ講座の開催を支援し、認知症の人が暮らしやす
い地域づくりを推進するための「チームオレンジ」活動への
参画を促します。

　また、認知症サポーターのさらなる活躍につなげるための
ステップアップ講座の開催を支援し、認知症の人が暮らしや
すい地域づくりを推進するための「チームオレンジ」活動へ
の参画を促します。

他の項目と表現を統
一

3 4 139
図
表

　講座の受講を希望される方はこちらのＱＲコードからアク
セスいただくか、最寄りの市町村認知症施策担当課まで連絡
ください。

　講座の受講を希望される方はこちらのＱＲコードからアク
セスいただくか、最寄りの市町村認知症施策担当課までご連
絡ください。

3 4 140 8

　また、国は全国それぞれの地域で暮らす認知症の人が自ら
の言葉で語り、認知症になっても希望を持って前を向いて暮
らす姿等を積極的に発信してもらおうと、都道府県ごとに
「地域版希望大使」の設置を進めており、令和５年９月時点
で１９都府県で６４人が任命されています。

　また、国は全国それぞれの地域で暮らす認知症の人が自ら
の言葉で語り、認知症になっても希望を持ち、前を向いて暮
らす姿等を積極的に発信してもらおうと、都道府県ごとに
「地域版希望大使」の設置を進めており、令和５年９月時点
では、１９都府県で６４人が任命されています。

文言の整理

3 4 140 ｰ

＊３：認知症とともに暮らすご本人一人ひとりが、自らの体
験と思いを言葉にしたもの。希望をもって前を向き自分らし
く暮らし続けることを目指し、平成３０年１１月に一般社団
法人日本認知症本人ワーキンググループが表明しました。

＊３：認知症とともに暮らすご本人一人ひとりが、自らの体
験と思いを言葉にしたもの。希望をもって前を向き、自分ら
しく暮らし続けることを目指し、平成３０年１１月に一般社
団法人日本認知症本人ワーキンググループが表明しました。

文言の整理

3 4 141 7

　特に、中年期から発症率が高まる高血圧、糖尿病、脂質異
常症、肥満、抑うつなど一定の病態が認知症の発症リスクを
高めると考えられています。このため、バランスの良い食事
を心掛けたり、定期的な運動習慣を身に付けるなどの公衆衛
生的アプローチを通じた認知症の予防が有効とされていま
す。

　特に、中年期から発症率が高まる高血圧、糖尿病、脂質異
常症、肥満、抑うつなど、一定の病態が認知症の発症リスク
を高めると考えられています。このため、バランスの良い食
事を心掛けたり、定期的な運動習慣を身に付けるなどの公衆
衛生的アプローチを通じた認知症の予防が有効とされていま
す。

文言の整理
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3 4 141 11

　また、学童期でも、国内の研究（＊４）において１２歳ま
でに運動をしていた経験をもつ人は、中高齢期も認知機能が
高いことが明らかになったという報告がされています。学童
期に運動を行うことで、脳内ネットワークの最適化が促さ
れ、後年の認知機能の維持・増進につながると考えられてい
ます。

　また、学童期でも、国内の研究（＊４）において、１２歳
までに運動をしていた経験をもつ人は、中高齢期も認知機能
が高いことが明らかになったという報告がされています。学
童期に運動を行うことで、脳内ネットワークの最適化が促さ
れ、後年の認知機能の維持・増進につながると考えられてい
ます。

文言の整理

3 4 141 ｰ

　県では、高知県健康推進計画「よさこい健康プラン２１」
にもとづき、子どもの頃からの健康的な生活習慣の定着や、
働きざかりの健康づくりの推進、生活習慣病の発症予防と重
症化予防対策を基本方針に位置付け、「健康寿命の延伸」を
健康づくりの目標に取組みを進めています。

　県では、高知県健康推進計画「よさこい健康プラン２１」
に基づき、子どもの頃からの健康的な生活習慣の定着や、働
きざかりの健康づくりの推進、生活習慣病の発症予防と重症
化予防対策を基本方針に位置付け、「健康寿命の延伸」を目
標に、健康づくりの取組みを進めています。

文言の整理

3 4 141 ｰ

　さらに、働きざかり世代の健康課題解決のため、官民協働
で保健行動の定着化など健康づくりに取り組んでいきます。
　また、特定健診の実施率向上を図り、精密検査や特定保健
指導の事後対応の強化を図るとともに、糖尿病性腎症重症化
予防プログラム及び糖尿病性腎症透析予防強化プログラムに
もとづき血管病の重症化予防対策を推進します。

　さらに、働きざかり世代の健康課題解決のため、官民協働
で、保健行動の定着化など、健康づくりに取り組んでいきま
す。
　また、特定健診の実施率向上を図り、精密検査や特定保健
指導の事後対応の強化を図るとともに、糖尿病性腎症重症化
予防プログラム及び糖尿病性腎症透析予防強化プログラムに
基づき、血管病の重症化予防対策を推進します。

文言の整理

3 4 142 ｰ

○人々が集い交流する場の拡充
《現状と課題》
　適度な人との交流は、脳を刺激するほかストレス軽減にも
つながることから、認知症をはじめフレイルの予防にも効果
があるとされています。このため、人々が集い交流する場に
おける活動の推進や、こうした場が継続的に拡大していくよ
うな地域づくりを推進していく必要があります。

○人々が集い、交流する場の拡充
《現状と課題》
　適度な人との交流は、脳を刺激するほか、ストレス軽減に
もつながることから、認知症をはじめフレイルの予防にも効
果があるとされています。このため、人々が集い、交流する
場における活動の推進や、こうした場が継続的に拡大してい
くような地域づくりを推進していく必要があります。

文言の整理

3 4 142 ｰ

　本県には、子どもから高齢者まで、年齢や障害の有無にか
かわらず、誰もが１か所で必要なサービスが受けられる拠点
である「あったかふれあいセンター」が県内３１市町村５５
拠点で開設されており、全拠点で実施している「集い」機能
において、認知症の人も含め多くの方が利用しています。

　本県には、子どもから高齢者まで、年齢や障害の有無にか
かわらず、誰もが１か所で必要なサービスが受けられる拠点
である「あったかふれあいセンター」が県内３１市町村、５
５拠点で開設されており、全拠点で実施している「集い」の
機能は、認知症の人も含め多くの方が利用しています。

文言の整理
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3 4 142 ｰ

　あったかふれあいセンターのうち、１６市町村２３拠点で
は認知症カフェが実施されており、認知症の人やその家族、
地域住民、専門職等誰もが参加できる集いの場を開催してい
ます。

　あったかふれあいセンターのうち、１６市町村、２３拠点
では、認知症カフェが実施されており、認知症の人やその家
族、地域住民及び専門職等誰もが参加できる集いの場を開催
しています。

文言の整理

3 4 143 2

《今後の取組》
　県では、「いきいき百歳体操」や音楽によるレクリエー
ションなど、人々が集い交流する場や市町村の介護予防事業
等の場においてリハビリテーション専門職の助言が得られる
よう、地域に派遣可能な専門職の人材育成を行うとともに、
市町村への派遣を実施します。
　また、介護予防教室のオンライン開催により、人々が集い
交流する場の活動促進を図ります。

《今後の取組》
　県では、「いきいき百歳体操」や音楽によるレクリエー
ションなど、人々が集い、交流する場や、市町村の介護予防
事業等の場において、リハビリテーション専門職の助言が得
られるよう、地域に派遣可能な専門職の人材育成を行うとと
もに、市町村への派遣を実施します。
　また、介護予防教室のオンライン開催により、人々が集
い、交流する場の活動促進を図ります。

文言の整理

3 4 144 3

（２）認知症に早く気付き必要な支援につなげる
●認知症への支援が届かない「空白の期間」
　認知症介護研究・研修仙台センターが平成29年度に行った
「認知症の家族等介護者支援に関する調査研究事業」報告書
によると、家族等認知症の人を介護する人を対象に認知症疑
い（違和感）から診断までの期間と認知症の診断から介護保
険利用までの期間を聞き取りしたところ、支援が行き届かな
い「空白の期間」があるという現状が報告されています。
　認知症の疑いの期間は平均１年１ヶ月であり、認知症の人
や家族が不安や心配を抱えている期間とも言え、相談しやす
い体制づくりが重要となります。
　また、診断から介護保険利用までの期間は平均１年５ヶ月
であり、適切な対応への遅れは予後にも影響を及ぼす恐れが
あることから、医療・介護従事者の連携による支援体制づく
りが重要となります。
　県が実施した「認知症の当事者等へのヒアリング」から
も、認知症の人からは　「診断がなかなかつかず、不安で眠
れなかった」、家族からは「本人が医療機関への受診を拒ん
で苦労した」といった声がありました。

（２）認知症に早く気付き必要な支援につなげる
●認知症への支援が届かない「空白の期間」
　認知症介護研究・研修仙台センターが平成２９年度に行っ
た「認知症の家族等介護者支援に関する調査研究事業」報告
書によると、家族等認知症の人を介護する人を対象に、認知
症疑い（違和感）から診断までの期間と、認知症の診断から
介護保険利用までの期間を聞き取ったところ、支援が行き届
かない「空白の期間」があるという現状が報告されていま
す。
　認知症の疑いの期間は、平均１年１ヶ月であり、認知症の
人や家族が不安や心配を抱えている期間ともいえ、相談しや
すい体制づくりが重要となります。
　また、診断から介護保険利用までの期間は、平均１年５ヶ
月であり、適切な対応への遅れは予後にも影響を及ぼす恐れ
があることから、医療・介護従事者の連携による支援体制づ
くりが重要となります。
　県が実施した「認知症の当事者等へのヒアリング」でも、
認知症の人からは「診断がなかなかつかず、不安で眠れな
かった」、家族からは「本人が医療機関への受診を拒んで苦
労した」といった声がありました。

文言の整理

3 4 145 2

　令和５年９月にアルツハイマー病治療薬「アミロイドβ抗
体医薬」が薬事承認され、患者への使用が開始されました。

　令和５年９月にアルツハイマー病治療薬「アミロイドβ抗
体医薬」が薬事承認され、同年１２月から保険適用の対象に
なりました。

状況を反映
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3 4 146 1

　一方で、アミロイドβ抗体医薬は投与の前提条件として、
PET検査又は脳脊髄液の検査によるアミロイドβの脳内蓄積
の確認が必要とされており、投与開始後の効果や副作用のモ
ニタリング等への対応も求められるため、現状では治療がで
きる医療機関は限られています。

　一方で、アミロイドβ抗体医薬は、投与の前提条件とし
て、PET検査又は脳脊髄液の検査によるアミロイドβの脳内
蓄積の確認が必要とされており、投与開始後の効果や副作用
のモニタリング等への対応も求められるため、現状では、治
療ができる医療機関は限られています。

文言の整理

3 4 146 6
○フレイル予防の取組による認知機能低下の早期発見 ○フレイル予防の取組みによる認知機能低下の早期発見 文言の整理

3 4 146 8

　加齢に伴って、視覚や聴覚、味覚などの五感に加えて、平
衡感覚や運動能力、免疫機能など幅広く身体機能の低下が生
じるといわれています。

加齢に伴って、視覚や聴覚、味覚などの五感に加えて、平衡
感覚や運動能力、免疫機能など、幅広く心身機能の低下が生
じるといわれています。

3 4 146 13

フレイルには、筋肉量の減少や筋力の低下、低栄養や口腔機
能の低下などが原因の「身体的フレイル」、うつ状態や認知
機能低下などが原因の「心理的フレイル」、ひきこもりや孤
立などが原因の「社会的フレイル」があります。

フレイルには、筋肉量の減少や筋力の低下、低栄養や口腔機
能の低下などが関係する「身体的フレイル」、うつ状態や認
知機能低下などが関係する「心理的フレイル」、ひきこもり
や孤立などが関係する「社会的フレイル」があります。

他計画との整合のた
め

3 4 146 19

　以前に比べ認知機能が低下してきている状態のことをいう
軽度認知障害（MCI）は、認知症発症のリスクですが、軽度認
知障害になったからといって全員が認知症になるわけではあ
りません。

　以前に比べて認知機能が低下してきている状態のことをい
う軽度認知障害（MCI）は、認知症発症のリスクですが、軽度
認知障害になったからといって、全員が認知症になるわけで
はありません。

3 4 146 24

　このため、フレイル予防の取組みにより、認知機能の低下
をいち早くキャッチし、機能改善に向けて取り組むことや必
要な支援や早期の診断・治療に結びつけることが重要となり
ます。

　このため、フレイル予防の取組みにより、認知機能の低下
をいち早くキャッチし、機能改善に向けて取り組むことや、
必要な支援や早期の診断・治療に結びつけることが重要とな
ります。

文言の整理

3 4 147 1

　一方で、フレイル予防事業等における男性高齢者の参加割
合は少ない状況にあります。他県の事例では、Web会議ツー
ルを活用し自宅から体操教室に参加してもらうことで男性参
加者が増えたという報告や、高齢男性の課題指向性の強さに
着目し、教室の目的を明確にして参加者個々の課題が達成さ
れるメニューにすることで参加継続につながったという報告
があり、こうした事例も参考に男性の参加を促す必要があり
ます。

　一方で、フレイル予防事業等における男性高齢者の参加割
合は少ない状況にあります。他県の事例では、Web会議ツー
ルを活用し、自宅から体操教室に参加してもらうことで、男
性参加者が増えたという報告や、高齢男性の課題指向性の強
さに着目し、教室の目的を明確にして参加者個々の課題が達
成されるメニューにすることで、参加継続につながったとい
う報告があり、こうした事例も参考に男性の参加を促す必要
があります。

文言の整理
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3 4 147 8

　多くの高齢者がフレイルチェックを受けることができる環
境を整備するため、高知家フレイルチェッカーを活用した官
民協働によるフレイルチェック体制の拡大を目指します。
　男性の参加促進を含むフレイル予防活動に関する先進事例
のエビデンスを集約・共有等を通じて、効果的なフレイル予
防プログラムの展開を推進します。

　多くの高齢者がフレイルチェックを受けることができる環
境を整備するため、高知家フレイルチェッカーを活用した、
官民協働によるフレイルチェック体制の拡大を目指します。
　男性の参加促進を含むフレイル予防活動に関する先進事例
のエビデンスの集約・共有等を通じて、効果的なフレイル予
防プログラムの展開を推進します。

文言の整理

3 4 148 3

○認知症初期集中支援チームの活動充実への支援
《現状と課題》
　認知症は、早期の医療対応や適切なケア等が行われない状
態が続くと、症状が進行する可能性があるといわれていま
す。例えば、財布をなくしたといつも探したり、料理の手順
がわからなくなったり、部屋にごみが散乱しているなど、家
庭内やご近所付き合いの中で問題が発生している場合などへ
の初期対応が重要になります。そうした状況を回避するた
め、保健師、社会福祉士、介護支援専門員、看護師等の専門
家で構成された「認知症初期集中支援チーム」が認知症と疑
われる人や家族を訪問し、観察・評価を行ったうえで、医療
機関への受診や必要な生活支援等につなぐサポートを行って
います。

○認知症初期集中支援チームの活動充実への支援
《現状と課題》
　認知症は、早期の医療対応や適切なケア等が行われない状
態が続くと、症状が進行する可能性があるといわれていま
す。例えば、財布をなくしたといっていつも探していたり、
料理の手順がわからなくなったり、部屋にごみが散乱してい
るなど、家庭内やご近所付き合いの中で問題が発生している
場合などへの初期対応が重要になります。そうした状況を回
避するため、保健師、社会福祉士、介護支援専門員、看護師
等の専門家で構成された「認知症初期集中支援チーム」が、
認知症と疑われる人や家族を訪問し、観察・評価を行ったう
えで、医療機関への受診や必要な生活支援等につなぐサポー
トを行っています。

文言の整理

3 4 148

　認知症初期集中支援チームの活動状況は、新型コロナウイ
ルス感染症拡大による地域活動の減少や外出制限等により、
対象者の把握が難しくなった等の影響から、訪問実人数・訪
問延べ人数は減少傾向にありますが、専門医を含めたチーム
員会議の開催回数は維持されています。

　認知症初期集中支援チームの活動状況は、新型コロナウイ
ルス感染症拡大による地域活動の減少や外出制限等のため
に、対象者の把握が難しくなったことの影響などから、訪問
実人数・訪問延べ人数は減少傾向にありますが、専門医を含
めたチーム員会議の開催回数は維持されています。

文言の整理

3 4 150 4

　県では、平成２６年度から、認知症の速やかな鑑別診断や
専門医療相談等の役割を担う「認知症疾患医療センター」を
県内５箇所に設置しています。

　県では、平成２６年度から、認知症の速やかな鑑別診断や
専門医療相談等の役割を担う「認知症疾患医療センター」を
県内５か所に設置しています。

文言の整理

3 4 150 17

　また、医療面での支援だけでなく、認知症の人がその人ら
しく人生が送れるように支援していくための多職種・多機関
連携による認知症事例検討会の実施や、地域ケア会議等を通
じた支援機関同士の日頃からの意思疎通や役割分担などの連
携体制の維持に取り組んでいます。

　また、医療面での支援だけでなく、認知症の人がその人ら
しい人生が送れるように支援していくための、多職種・多機
関連携による認知症事例検討会の実施や、地域ケア会議等を
通じた支援機関同士の、日頃からの意思疎通や役割分担など
の連携体制の維持に取り組んでいます。

文言の整理
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3 4 150 23

　また、在宅療養中の認知症の人がBPSDや身体合併症等の
急変により在宅療養が難しくなった場合に、医療機関や施設
での速やかな受け入れが空きベッド等の問題から難しい状況
もみられており、関係支援機関の連携による症状増悪や重症
化になる前の迅速な対応が必要です。

　また、在宅療養中の認知症の人がBPSDや身体合併症等の
急変により在宅療養が難しくなった場合に、医療機関や施設
での速やかな受け入れが空きベッド等の問題から難しい状況
もみられており、関係支援機関の連携による、症状増悪や重
症化になる前の迅速な対応が必要です。

文言の整理

3 4 153 4

　診断直後の支援については、今後の生活や認知症に対する
不安の軽減や患者の悩みに寄り添えるようにするため、認知
症と診断された認知症の人やその家族によるピアカウンセリ
ングなどのピアサポート活動を拡充します。

　診断直後の支援については、今後の生活や認知症に対する
不安の軽減や、患者の悩みに寄り添えるようにするため、認
知症と診断された認知症の人やその家族によるピアカウンセ
リングなどのピアサポート活動を拡充します。

文言の整理

3 4 153 9

　医療・介護従事者が患者や要介護者と普段から接する中
で、直前の行動を忘れていたり、人や物の名前が思い出せな
いといった「記憶障害」、日付や場所が分からなくなる「見
当識障害」、善悪の区別がつかなくなる「判断能力障害」な
どが見られた場合、そうした症状を見逃さず適切な医療や支
援につなげるなど、早期に認知症の症状を発見し対応につな
げることが重要です。

　医療・介護従事者が患者や要介護者と普段から接するなか
で、直前の行動を忘れていたり、人や物の名前が思い出せな
いといった「記憶障害」、日付や場所が分からなくなる「見
当識障害」、善悪の区別がつかなくなる「判断能力障害」な
どが見られた場合、そうした症状を見逃さず適切な医療や支
援につなげるなど、早期に認知症の症状を発見し、対応につ
なげることが重要です。

文言の整理

3 4 153 14

　また、重度の認知症の人が身体合併症の治療を目的に入院
した場合、急激な環境の変化等からBPSDが悪化し、徘徊や
暴力、治療行為やケアを行うことに拒否態度を示し、医療ス
タッフや他の患者への安全や、治療の継続に支障をきたす可
能性があります。

　また、重度の認知症の人が身体合併症の治療を目的に入院
した場合、急激な環境の変化等からBPSDが悪化し、徘徊や
暴力、治療行為やケアを行うことに拒否態度を示し、医療ス
タッフや他の患者への安全の確保や、治療の継続に支障をき
たす可能性があります。

文言の整理

3 4 154 3

　このため、BPSDの出ている患者一人ひとりに対して、医
師や看護師だけでなく、理学療法士や作業療法士、精神科医
などの多職種が連携して、患者の症状やニーズに応じた適切
な対応を実現することが重要です。また、状況に応じて認知
症疾患医療センターや精神科病院など院外の認知症専門医や
精神科医師と身体科医師との治療連携も重要となります。

　このため、BPSDが現れている患者一人ひとりに対して、
医師や看護師だけでなく、理学療法士や作業療法士、精神科
医などの多職種が連携して、患者の症状やニーズに応じた適
切な対応を実現することが重要です。また、状況に応じて、
認知症疾患医療センターや精神科病院など、院外の認知症専
門医や精神科医師と、身体科医師との治療連携も重要となり
ます。

文言の整理

3 4 154 12

　また、医療専門職が認知症の人自身の意思をできるだけく
み取り、意思を尊重した適切なケアや支援を提供できるよう
にするため、病院勤務の医療従事者や歯科医師、薬剤師、看
護師を対象とした認知症に関する研修を実施し、認知症への
対応力の向上を図ります。

　また、医療専門職が認知症の人自身の意思をできるだけく
み取り、意思を尊重した適切なケアや支援を提供できるよう
にするため、病院勤務の医療従事者や歯科医師、薬剤師及び
看護師を対象とした認知症に関する研修を実施し、認知症へ
の対応力の向上を図っています。

他の項目と表現を統
一
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3 4 154 18

　また、認知症の人がその能力を最大限活かして、自らの意
思に基づいた生活を送ることができるよう、支援者が認知症
の人の意思をできる限り丁寧にくみ取ることも重要です。

　また、認知症の人がその能力を最大限生かして、自らの意
思に基づいた生活を送ることができるよう、支援者が認知症
の人の意思をできる限り丁寧にくみ取ることも重要です。

他の項目と表現を統
一

3 4 154 26

　認知症治療及び身体合併症を伴う治療における病診・病病
連携や精神科と精神科以外の医療機関の連携の在り方や、医
療機関に必要な認知症患者の治療・ケアに対応できる知識・
技術の向上、退院・在宅復帰に向けた地域移行の取組みや在
宅療養の継続を推進するため、医療専門職に対し、認知症へ
の対応力の向上研修を継続して実施します。
　また、介護専門職に対し、行動・BPSDへの適切な対応な
ど認知症ケアに必要な知識や技術を習得できるスキルアップ
を図るため、認知症介護指導者養成研修、介護実践リーダー
研修、及び介護実践者研修などを継続して実施します。

　認知症治療及び身体合併症を伴う治療における病診・病病
連携や精神科と精神科以外の医療機関の連携、医療機関に必
要な認知症患者の治療・ケアに対応できる知識・技術の向上
や退院・在宅復帰に向けた地域移行の取組み、在宅療養の継
続などを推進するため、医療専門職に対し、認知症への対応
力の向上研修を継続して実施します。
　また、介護専門職に対し、行動・BPSDへの適切な対応な
ど、認知症ケアに必要な知識や技術の習得によるスキルアッ
プを図るため、認知症介護指導者養成研修、介護実践リー
ダー研修、介護実践者研修などを継続して実施します。

3 4 155 -

＜トピック＞介護専門職の認知症研修体系
（出典）社会福祉法人東北福祉会認知症介護研究・研修仙台
センターeラーニングシステム運営事務局HP

＜トピック＞介護専門職の認知症研修体系
（出典）社会福祉法人東北福祉会認知症介護研究・研修仙台
センターeラーニングシステム運営事務局ホームページ

他の項目と表現を統
一

3 4 155 3

　身近な医療機関等で気軽に認知症に関する相談ができるこ
とは、認知症の人や家族、認知症が心配な人への不安や困り
ごとに対する専門的サポートや、認知症の早期発見・早期対
応につながると考えられます。

　身近な医療機関等で気軽に認知症に関する相談ができるこ
とは、認知症の人やその家族、認知症が心配な人への不安や
困りごとに対する専門的サポートや、認知症の早期発見・早
期対応につながると考えられます。

文言の整理

3 4 155 6

　このため、県では、かかりつけ医認知症対応力向上研修の
修了者及び認知症サポート医のうち、「もの忘れ・認知症相
談医（こうちオレンジドクター）」として登録に承諾いただ
けた医師を県ホームページで公表し、もの忘れや認知症につ
いて相談しやすい体制を整備しています。
　現在、県内医師の２割程度がこうちオレンジドクターに登
録いただいている状況ですが、さらに県内各地にオレンジド
クターを増やしていく必要があります。

　このため、県では、かかりつけ医認知症対応力向上研修の
修了者及び認知症サポート医のうち、「もの忘れ・認知症相
談医（こうちオレンジドクター）」として登録に承諾いただ
けた医師を県のホームページで公表し、もの忘れや認知症に
ついて相談しやすい体制を整備しています。
　現在、県内医師の２割程度がこうちオレンジドクターとし
て登録されている状況ですが、更に県内各地にオレンジドク
ターを増やしていく必要があります。

文言の整理

3 4 156 ｰ

＜トピック＞こうちオレンジドクターの登録状況
市町村別登録人数
計352

＜トピック＞こうちオレンジドクターの登録状況
市町村別登録人数
計282

各市町村別登録人数
及び合計人数の修正
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3 4 156 3

　認知症高齢者の増加により、認知症対応型通所介護事業
所、認知症対応型共同生活介護事業所のニーズも高まり、各
市町村で整備が進んでいます。
　利用者数も増加していましたが、近年は新型コロナウイル
ス感染症の影響による利用控えなどが原因で利用者が減少し
ており、事業所において感染症対策を行いながらサービスを
提供できる体制の整備が必要です。

　認知症高齢者の増加により、認知症対応型通所介護事業所
や認知症対応型共同生活介護事業所のニーズが高まってお
り、市町村での整備も進んできています。
　利用者数も増加していましたが、近年は新型コロナウイル
ス感染症の影響による利用控えなどが原因で利用者が減少し
ており、事業所において感染症対策を行いながらサービスを
提供できる体制を整備する必要があります。

文言の整理

3 4 156 11

　事業所内で感染症が発生した際のＢＣＰの策定支援、施設
整備に向けた支援を行い、各市町村における必要なサービス
の確保を図っていきます。

　事業所内で感染症が発生した際のＢＣＰの策定への支援
や、施設整備に向けた支援を行い、各市町村における必要な
サービスの確保を図っていきます。

文言の整理

3 4 157 6

　県が実施した「認知症の当事者等へのヒアリング」から
も、認知症の人から「今までどおり畑を管理して作物を収穫
したい」や「美味しいものや珍しいものを食べにあちこち行
きたい」といった声が聞かれ、自己実現や社会参加をしたい
意向や意欲、希望が伺えました。

　県が実施した「認知症の当事者等へのヒアリング」から
も、認知症の人から「今までどおり畑を管理して作物を収穫
したい」や「美味しいものや珍しいものを食べにあちこち行
きたい」といった声が聞かれ、自己実現や社会参加をしたい
意向や意欲、希望がうかがえました。

3 4 157 14

　これまでに、全国で様々な行政施策や民間サービスによる
当事者視点での創意工夫による多くの事例が実践されていま
す。例えば、･･･広がっている地域があります。
　社会参加では、デイサービスを利用する認知症の人たちが
地域へ出て「はたらく」を実践している介護事業所がありま
す。自動車販売店での洗車や農作業での収穫作業、自然環境
を保全する地域活動などを行い、誰かのために役立ち、時に
は収入も得ています。認知症の人自身がしてみたいことを、
今の能力の範囲で、時には仲間と協力し合いながら自己実現
することが、生きがいの創出や、孤独感や不安感の解消につ
ながっているものと考えられます。

　これまでに、全国の様々な行政施策や民間サービスによっ
て、当事者視点での創意工夫による多くの事例が実践されて
います。例えば、･･･広がっている地域があります。
　社会参加では、デイサービスを利用する認知症の人たちが
地域へ出て行き、「はたらく」を実践している介護事業所が
あります。自動車販売店での洗車や農作業での収穫作業、自
然環境を保全する地域活動などを行い、誰かのために役立
ち、時には収入も得ています。認知症の人自身がしてみたい
ことを、今の能力の範囲で、時には仲間と協力し合いながら
実現することが、生きがいの創出や孤独感・不安感の解消に
つながっているものと考えられます。

文言の整理

3 4 158 7

　認知症コールセンターでは、以下の内容について相談を受
けることができます。
　◇認知症の症状や診断について
　◇認知症の介護や支援について

　認知症コールセンターでは、以下の内容について相談を受
けることができます。
　◇認知症の症状や診断について
　◇認知症の人の介護や支援について

文言の整理

3 4 158 12

　認知症コールセンターの相談件数は、年間３００件前後で
推移しています。近年は、市町村地域包括支援センターやケ
アマネジャーに直接相談するケースも増えていると考えら
れ、より気軽に相談できるファーストタッチの窓口となれる
よう、県民に対する幅広い周知が必要です。

　認知症コールセンターの相談件数は、年間３００件前後で
推移しています。近年は、地域包括支援センターやケアマネ
ジャーに直接相談するケースも増えていると考えられ、より
気軽に相談できるファーストタッチの窓口となれるよう、県
民に対する幅広い周知が必要です。

文言の整理
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R6.1.12送付素案

章 節 頁 行 変更箇所 変更後の内容・記載

R5.12.28送付素案
備考

3 4 158図表

図表【認知症コールセンターの相談件数・相談内容の推移】 ＜出処を下記のとおり追記＞
資料：高知県認知症対策普及・相談・支援事業（コールセン
ター）事業実績報告書

3 4 159 5

　県内には類似の取組みも含め２５市町村１１９箇所にカ
フェが開設されており、コーヒーやお菓子などを楽しみなが
ら、情報交換や相談の場として活用されています。
　新型コロナウイルス感染拡大によって、やむなく休止して
いたカフェも多くありましたが、運営者の努力や工夫もあ
り、再開や新たなカフェの立ち上げなどもみられており、認
知症支援では欠かせない拠点として、関係者や地域住民に支
えられている社会資源となっています。

　県内には類似の取組みも含め２５市町村、１１９か所のカ
フェが開設されており、コーヒーやお菓子などを楽しみなが
ら、情報交換や相談の場として活用されています。
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大によって、やむなく
休止していたカフェも多くありましたが、運営者の努力や工
夫もあり、再開や新たなカフェの立ち上げなどもみられてお
り、認知症支援では欠かせない拠点として、関係者や地域住
民に支えられている社会資源となっています。

文言の整理

3 4 160 11

　また、認知症カフェの所在や開催状況をホームページ等で
周知するなど、更なる利用につなげています。

　また、認知症カフェの場所や開催状況をホームページ等で
周知することなどにより、更なる利用につなげています。

文言の整理

3 4 161 3

　認知症と診断された直後等は、認知症の受容ができず今後
の見通しにも不安が 大きい状況に陥りがちです。そのような
状況に対しては、認知症の人本人からのサポート活動や、認
知症の人同士で語り合う対応が有効といわれています。
　県内では、認知症疾患医療センターの診断後支援として、
既に認知症と診断された当事者による交流会やピアカウンセ
リングなどのピアサポート活動が実施されています。

　認知症と診断された直後等は、認知症の受容ができず、今
後の見通しにも不安が 大きい状況に陥りがちです。そのよう
な状況に対しては、認知症の人本人からのサポート活動や、
認知症の人同士で語り合う対応が有効といわれています。
　県内では、認知症疾患医療センターの診断後支援として、
既に認知症と診断された当事者による交流会や、ピアカウン
セリングなどのピアサポート活動が実施されています。

文言の整理

3 4 162 3
　認知症が中等度・重度になってきたとき、在宅生活の継続
には様々な困難に直面します。

　認知症が中等度・重度になってくると、在宅生活を継続す
るなかで様々な困難に直面することがあります。

文言の整理

3 4 162 注

＊５：チャレンジング行動から認知症の人の世界を理解する : 
BPSDからのパラダイム転換と認知行動療法にもとづく新し
いケア/
イアン・アンドリュー・ジェームズ 著,山中克夫 監訳

＊５：チャレンジング行動から認知症の人の世界を理解する : 
BPSDからのパラダイム転換と認知行動療法に基づく新しい
ケア／イアン・アンドリュー・ジェームズ 著，山中克夫 監訳
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R5.12.28送付素案
備考

3 4 164 3

　「若年性認知症」とは、６５歳未満で発症した認知症のこ
とです。若年性認知症と診断された人からは、診断直後は
「いつまで仕事を続けられるだろうか」、「同じような生活
は無理なのだろうか」、「子どもの進学費用をどう賄ったら
いいのか」などの思いで頭がいっぱいになったといいます。

　「若年性認知症」とは、６５歳未満で発症した認知症のこ
とをいいます。若年性認知症と診断された人は、診断直後は
「いつまで仕事を続けられるだろうか」、「同じような生活
は無理なのだろうか」、「子どもの進学費用をどう賄ったら
いいのか」などの思いで頭がいっぱいになったといいます。

文言の整理

3 4 164 11
　このため、認知症の特性や就労について、産業医や事業主
に対する理解促進が重要となります。

　このため、認知症の特性や就労についての、産業医や事業
主に対する理解促進が重要となります。

文言の整理

3 4 164 19

　県では、若年性認知症の人や家族からの相談に対応する相
談窓口として「若年性認知症支援コーディネーター」を配置
し、若年性認知症の人の視点に立った支援を実施していま
す。

　県では、若年性認知症の人や家族からの相談に対応する相
談窓口として、「若年性認知症支援コーディネーター」を配
置し、若年性認知症の人の視点に立った支援を実施していま
す。

文言の整理

3 4 164 27

　また、職域に対しては職場の人が若年性認知症と診断され
ても働き続けるための支援策をまとめたリーフレットを事業
所等に配布しています。

　また、企業や事業所などに対して、職場の人が若年性認知
症と診断されても働き続けるための支援策をまとめたリーフ
レットを配布しています。

文言の整理

3 4 165 2

　若年性認知症支援コーディネーターが、認知症疾患医療セ
ンターなどの各関係機関と連携し、若年性認知症の人の就労
継続支援や社会参加支援等の推進を図ります。

　若年性認知症支援コーディネーターが認知症疾患医療セン
ターなどの各関係機関と連携し、若年性認知症の人の就労継
続支援や社会参加支援等を推進していきます。

文言の整理

3 4 166 8

　その体制づくりの推進役として、「認知症地域支援推進
員」が全市町村に配置され、地域の医療・介護の関係機関や
支援機関間の連携調整や認知症の人や家族を支える体制づく
り等に向けた事業を行っています。

　その体制づくりの推進役として、「認知症地域支援推進
員」が全市町村に配置され、地域の医療・介護の関係機関や
支援機関間の連携調整、認知症の人や家族を支える体制づく
り等に向けた事業を行っています。

文言の整理

3 4 167 14

　認知症の人とその家族もチームのメンバーの一員となり、
ともに「支援する人、される人」の関係を超えて、近隣チー
ムによる支えあい助け合いの地域共生社会を目指す必要があ
ります。

　認知症の人とその家族もチームのメンバーの一員となり、
ともに「支援する人、される人」の関係を超えて、近隣チー
ムによる支えあい、助け合いの地域共生社会を目指す必要が
あります。

文言の整理

3 4 167 21

　認知症サポーターがチームオレンジに参加するきっかけと
して、研修会等の場で高知家希望大使や認知症の人と家族の
会などの当事者と関わる機会を設けるなどし、ボランティア
活動の機運醸成を図っていきます。

　認知症サポーターがチームオレンジに参加するきっかけと
して、研修会等の場で高知家希望大使や認知症の人と家族の
会などの当事者と関わる機会を設けるなどして、ボランティ
ア活動の機運醸成を図っていきます。

文言の整理

3 4 168 ｰ

＜トピック＞チームオレンジの活動イメージ
（出典）厚生労働省ホームページ

＜トピック＞チームオレンジの活動イメージ
（出典）認知症サポーターキャラバン/全国キャラバン・メイ
ト連絡協議会

出典の修正
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R5.12.28送付素案
備考

3 4 168 3

　認知症の人の増加が今後も予想される中、住み慣れた地域
で安全に安心して暮らせる社会を実現するためには、ともに
支え合い、地域で一丸となった取組みが求められています。
　県では、市町村と協力して、認知症の人と地域で関わるこ
とが多い銀行やスーパーマーケット、農協、電力会社等の企
業・団体の職員等を対象に認知症サポーター養成講座を開催
し、受講した企業等を「認知症の人にやさしい企業」として
登録しています。
　これら企業・団体は、県のホームページで紹介するととも
に、ステッカーを掲示いただき、認知症の方にやさしく対応
できる店舗であることを周知いただいています。
　企業・団体の経営者や運営管理者をはじめとする関係者、
現場で接遇に当たる方々が、認知症の人に対する店舗での適
切な対応やよりよい接遇、スローショッピングなどのサービ
スで対応いただくことで、認知症の人が安心して、社会生活
を送ることができる環境づくりを進めています。

　認知症の人の増加が今後も予想されるなか、住み慣れた地
域で安全に安心して暮らせる社会を実現するためには、とも
に支え合い、地域で一丸となった取組みが求められていま
す。
　県では、市町村と協力して、認知症の人と地域で関わるこ
とが多い銀行や、スーパーマーケット、農協、電力会社等の
企業・団体の職員等を対象に認知症サポーター養成講座を開
催し、受講した企業等を「認知症の人にやさしい企業」とし
て登録しており、県のホームページで紹介するとともに、こ
れらの企業・団体では、「認知症の人にやさしいお店」ス
テッカーを掲示し、認知症の方にやさしく対応できる店舗で
あることを周知しています。
　企業・団体の経営者や、運営管理者をはじめとする関係
者、現場で接遇に当たる方々に、認知症の人に対する店舗で
の適切な対応や、よりよい接遇、スローショッピングなどの
サービスで対応してもらうことで、認知症の人が安心して社
会生活を送ることができる環境づくりを進めています。

文言の整理

3 4 169 4

　認知症の人の就労を含む社会参加の促進については、
「きっかけづくり」や「受け入れる施設・事業所の掘り起こ
し」が重要となります。このため、「働く活動」や「地域貢
献活動」を行うデイサービスなどの先進的な活動の情報収集
及び関係機関との共有に取り組みます。

　認知症の人の就労を含む社会参加の促進については、
「きっかけづくり」や「受け入れる施設・事業所の掘り起こ
し」が重要となります。このため、「働く活動」や「地域貢
献活動」を行うデイサービスなどの先進的な活動の情報を収
集し、関係機関との共有に取り組みます。

文言の整理

3 4 169
図
表

　県では、企業・団体を対象に認知症の人への対応の
仕方など認知症の基礎知識について学ぶ講座を開催し
ています。

　県では、企業・団体を対象に認知症の人への対応の
仕方など、認知症の基礎知識について学ぶ講座を開催し
ています。

文言の整理

3 4 169 ｰ

　県では、令和３年に高知県警察本部と「高知県における認
知症又は認知症の疑いがある行方不明高齢者の早期発見に向
けた連携推進に関する協定」を締結し、警察本部からの行方
不明情報の連絡を県経由で市町村や場合によっては他の都道
府県に共有し、関係機関と連携して捜索に当たる仕組みを運
用しています。

　県では、令和３年に高知県警察本部と「高知県における認
知症又は認知症の疑いがある行方不明高齢者の早期発見に向
けた連携推進に関する協定」を締結し、警察本部からの行方
不明情報を市町村に連絡し、場合によっては他の都道府県と
も共有しながら、関係機関と連携して捜索に当たる仕組みを
運用しています。

文言の整理
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R5.12.28送付素案
備考

3 4 170 8

　認知症の人が安心して外出できる環境を整えていくため
に、認知症への理解の促進を図るとともに、行方不明が心配
な方の情報を事前登録し、日頃の見守りを地域で行い、行方
不明になった際に、警察だけでなく、地域の生活関連団体等
が捜索に協力して、すみやかに行方不明者を発見保護する見
守り・SOSネットワーク等の仕組みづくりを推進します。

　認知症の人が安心して外出できる環境を整えていくため
に、認知症への理解の促進を図るとともに、行方不明となる
おそれがある方の情報を事前登録し、日頃の見守りを地域で
行い、行方不明になった際に、警察だけでなく、地域の生活
関連団体等が捜索に協力して、すみやかに行方不明者を発見
保護する見守り・SOSネットワーク等の仕組みづくりを推進
します。

文言の整理

3 4 171 ｰ

＜トピック＞市町村等の取組事例
南国市認知症高齢者等見守りシール交付事業
あんしんFメール

＜トピック＞市町村の取組事例
南国市認知症高齢者等見守りシール交付事業
（削除）

サービス提供終了の
ため削除

3 4 171 14

　また、市町村が「成年後見制度利用促進基本計画」に基づ
く中核機関の設置や、権利擁護支援の地域連携ネットワーク
等の機能（広報機能、相談機能、成年後見制度利用促進機
能、後見人支援機能）を強化するための取組みについて、助
言・指導を行っていきます。

　また、市町村が行う「成年後見制度利用促進基本計画」に
基づく中核機関の設置や、権利擁護支援の地域連携ネット
ワーク等の機能（広報機能、相談機能、成年後見制度利用促
進機能及び後見人支援機能）を強化するための取組みを支援
していきます。

文言の整理

3 4 172 3

○高齢者虐待の防止
《現状と課題》
　近年、本県においても、養護者による虐待の発生件数は高
水準で推移しています。
　高齢者虐待は「介護者の介護疲れ、ストレス」が原因とな
ることが多いとされており、･･･介護者の負担を軽減する支援
も必要です。

○高齢者虐待の防止
《現状と課題》
　近年、本県においても、養護者による虐待の発生件数は増
加傾向にあります。
　高齢者虐待は、「介護者の介護疲れ、ストレス」が原因と
なることが多いとされており、･･･介護者の負担を軽減する支
援も必要です。

文言の整理

3 4 172 8

《今後の取組》
　高齢者虐待の防止や早期発見のため、リーフレットやホー
ムページなどを通じて通報や相談窓口の周知を行い、認知症
の人を含めた高齢者の権利擁護について普及啓発を進めると
ともに、介護者への支援を推進します。

《今後の取組》
　高齢者虐待の防止や早期発見のため、リーフレットやホー
ムページなどを通じて通報先や相談窓口の周知を行い、認知
症の人を含めた高齢者の権利擁護について普及啓発を進める
とともに、介護者への支援を推進します。

3 4 172図表

図表【令和４年高齢者の交通事故】
令和４年高齢者の交通事故
資料：令和４年中　交通事故の概況/高知県警察
令和４年高齢運転者の交流事故
資料：令和４年中　交通事故の概況/高知県警察

図表【令和４年高齢者の交通事故】
令和４年高齢者の交通事故
資料：高知県交通白書（令和４年）/高知県警察
令和４年高齢運転者の交流事故
資料：高知県交通白書（令和４年）/高知県警察
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R5.12.28送付素案
備考

3 4 174 1

《今後の取組》
　認知症の人を含む高齢者の交通事故を防止するために、
「高齢者交通事故防止キャンペーン」等での高齢者世帯訪問
による個別指導や免許返納等の働きかけ、街頭啓発、年金支
給日における金融機関での啓発等、多様な機会を活用した啓
発活動を実施します。

《今後の取組》
　認知症の人を含む高齢者の交通事故を防止するために、
「高齢者交通事故防止キャンペーン」等での高齢者世帯訪問
による個別指導や、免許返納等の働きかけ、街頭啓発、年金
支給日における金融機関での啓発等、多様な機会を活用した
啓発活動を実施します。

文言の整理

3 5 177 22
　今後、さらなる生産年齢人口の減少が見込まれる中、介護
人材を安定的に確保していくためには･･･

　今後、さらなる生産年齢人口の減少が見込まれるなか、介
護人材を安定的に確保していくためには･･･

他の項目と表現を統
一

3 5 178 31

②人材育成・キャリアパスの構築
　○研修の充実に向けた支援
　施設・事業所における介護職員のキャリアパスの形成を促
進するため、福祉研修センターにおいて、体系的・計画的な
研修を実施します。
　また、研修期間中に代替職員の派遣を行うなど、施設・事
業所職員が研修に参加しやすい職場環境づくりを実施しま
す。

②人材育成・キャリアパスの構築
　○研修の充実に向けた支援
　施設・事業所における介護職員のキャリアパスの形成を促
進するため、福祉研修センターにおいて、体系的・計画的な
研修を実施します。
　また、研修期間中に代替職員の派遣を行うなど、施設・事
業所職員が研修に参加しやすい職場環境づくりを推進しま
す。

文言の整理

3 5 181 4

　人口減少が進む中、介護現場の担い手となる生産年齢人口
の減少が見込まれ　ており、介護現場においては、サービス
の質を確保しつつ、業務の改善や効率化を進めていくことが
必要です。

　人口減少が進むなか、介護現場の担い手となる生産年齢人
口の減少が見込まれ　ており、介護現場においては、サービ
スの質を確保しつつ、業務の改善や効率化を進めていくこと
が必要です。

他の項目と表現を統
一

3 5 181 7

　介護ロボットやＩＣＴ機器の活用などにより、職員の業務
負担の軽減を図りな　がら、介護事業所や高齢者施設におい
て安定した介護サービスが提供できるよう、業務の効率化、
介護サービスの質の向上、生産性の向上を図る必要がありま
す。

　介護ロボットやＩＣＴ機器の活用などにより、職員の業務
負担の軽減を図りな　がら、介護事業所や高齢者施設におい
て安定した介護サービスが提供できるよう、業務の効率化、
介護サービスの質の向上及び生産性の向上を図る必要があり
ます。

他の項目と表現を統
一

3 5 182 20

　特別養護老人ホームにおける介護職員等による「たんの吸
引等」については、一定の要件の下に運用されてきました
が、将来にわたって、より安全な提供を行えるよう社会福祉
士及び介護福祉士法が一部改正され、平成２４年４月から、
介護保険施設等において一定の要件の下に「たんの吸引等」
の行為を実施できることとなりました。これを受け、県で
は、介護職員等喀痰吸引等研修事業を実施しています。　

　特別養護老人ホームにおける介護職員等による「たんの吸
引等」については、一定の要件のもとに運用されてきました
が、将来にわたって、より安全な提供を行えるよう社会福祉
士及び介護福祉士法が一部改正され、平成２４年４月から、
介護保険施設等において一定の要件のもとに「たんの吸引
等」の行為が実施できることとなりました。これを受けて、
県では、介護職員等喀痰吸引等研修事業を実施しています。　

文言の整理
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R5.12.28送付素案
備考

3 5 182 26

　サービス事業者の質の確保・向上を図るためには、今後も
引き続き、施設や事業所でサービスを支える職員の資質向上
に向けた研修の実施や介護サービスの情報の公表などを行う
とともに、苦情相談体制の充実を図っていく必要がありま
す。

　サービス事業者の質の確保・向上を図るためには、今後も
引き続き、施設や事業所でサービスを支える職員の資質向上
に向けた研修の実施や、介護サービスの情報の公表などを行
うとともに、苦情相談体制の充実を図っていく必要がありま
す。

文言の整理

3 6 184 10

　このため、県では、平成２４年３月に東日本大震災の教訓
を生かした「高知県社会福祉施設防災対策指針」（平成２９
年８月一部改訂）を定め、社会福祉施設等における、より実
効性のある防災対策マニュアルづくりを促進しており、入所
系の施設における防災マニュアルの作成率は１００パーセン
トとなっています。

　このため、県では、平成２４年３月に東日本大震災の教訓
を生かした「高知県社会福祉施設防災対策指針」（平成２９
年８月一部改訂）を定め、社会福祉施設等における、より実
効性のある防災対策マニュアルづくりを促進しており、入所
系施設での防災マニュアルの作成率は１００パーセントと
なっています。

文言の整理
※１頁に収めるため

3 6 184 16

　また、人命確保のための初動対応を定めた防災マニュアル
を整備し、実際に訓練するなどの防災対策とともに、介護
サービスを継続して提供するため、優先業務の整理や地域と
の協力体制の構築などについて、BCP（事業継続計画）を定
めて日ごろから訓練等を継続して行っていく必要がありま
す。

　また、人命確保のための初動対応を定めた防災マニュアル
を整備し、実際に訓練するなどして防災対策を進めるととも
に、介護サービスを継続して提供するため、優先業務の整理
や地域との協力体制の構築などについて、BCP（事業継続計
画）を定めて、日ごろから訓練等を継続して行っていく必要
があります。

文言の整理

3 6 185 12

　併せて、内閣府の「避難行動要支援者の避難行動支援に関
する取組指針」が改正され、作成の優先度が高い方について
は令和7年度までの計画作成が求められています。

　併せて、内閣府の「避難行動要支援者の避難行動支援に関
する取組指針」が改正され、作成の優先度が高い方について
は、令和7年度までに計画を作成することが求められていま
す。

文言の整理

3 6 186 2

○個別避難計画の作成等支援
　各市町村の状況に合わせ、個別避難計画の作成を個別に支
援します。特に、効果的・効率的な個別避難計画作成のため
には、日ごろから要配慮者の状況を把握している福祉専門職
の参画が極めて重要となることから、福祉専門職の参画を促
進します。

○個別避難計画の作成等への支援
　各市町村の状況に合わせて、個別避難計画の作成を個別に
支援します。特に、効果的・効率的な個別避難計画作成のた
めには、日ごろから要配慮者の状況を把握している福祉専門
職の参画が極めて重要であることから、福祉専門職の参画を
促進します。

文言の整理

3 6 187 4

　新型コロナウイルス等の感染症が発生した際には、外出自
粛による認知機能の低下や、高齢者が体操などを行う通いの
場の活動自粛、サービスの利用控えなどにより心身の機能が
低下することなどが懸念され、自宅での運動習慣の維持の重
要性についての啓発とともに、感染拡大防止に配慮した通い
の場などの取組みを実施していく必要があります。

　新型コロナウイルス等の感染症流行下においては、外出自
粛による認知機能の低下や通いの場の活動自粛、サービスの
利用控えなどにより心身の機能が低下することなどが懸念さ
れることから、自宅で運動習慣を維持していくことの重要性
について啓発していくとともに、感染拡大防止に配慮した通
いの場などの取組みを支援していく必要があります。

文言の整理
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R5.12.28送付素案
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3 6 187 9

　また、介護サービスは、高齢者やその家族の生活を支え、
高齢者の健康を維持するうえで欠かせないものであり、感染
症等が発生した場合であっても、利用者に対して必要なサー
ビスが安定的・継続的に提供されることが重要です。

　また、介護サービスは、高齢者やその家族の生活を支える
とともに、高齢者の健康を維持するうえで欠かせないもので
あり、感染症等が発生した場合であっても、利用者に対して
必要なサービスが安定的・継続的に提供される必要がありま
す。

文言の整理

3 6 187 12

　加えて、高齢者介護施設は、感染症に対する抵抗力が弱い
高齢者などが集団で生活する場所であり、施設内に感染源を
持ち込まない、感染予防の徹底とともに、感染症発生時に
は、迅速に適切な対応が求められることから、新型コロナウ
イルス感染症をはじめとする感染症への対応力を強化し、国
が定める「高齢者介護施設における感染対策マニュアル」な
どに基づく感染症対策を徹底しながら、地域において必要な
サービスを継続していく必要があります。

　加えて、高齢者施設は、感染症に対する抵抗力が弱い高齢
者などが集団で生活する場所であり、施設内に感染源を持ち
込まないよう、感染予防を徹底することが重要です。また、
感染症発生時には、適切かつ迅速な対応が求められることか
ら、新型コロナウイルス感染症をはじめとする感染症への対
応力を強化し、国が定める「高齢者介護施設における感染対
策マニュアル」などに基づく感染症対策を徹底しながら、地
域において必要なサービスを継続していく必要があります。

文言の整理

3 6 187 18

　令和３年の介護保険法改正において、全ての介護サービス
事業所に、感染症発　生及びまん延時の業務継続に向けた計
画（BCP）等の策定や研修、訓練の実施などが義務付けられ
たことから、感染防止策の周知啓発や研修、平時からの事前
準備など、総合的な対策が必要になりました。

　令和３年の介護保険法改正では、全ての介護サービス事業
所に、感染症発生時及びまん延時の業務継続に向けた計画
（BCP）の策定や、研修及び訓練の実施などが義務付けられ
たことから、感染防止対策の周知徹底や研修、平時からの事
前準備といった、総合的な対策をとることが求められていま
す。

文言の整理

3 6 187 22

　さらに、新型コロナウイルス感染症等の感染症発生時は協
力医療機関による相談対応や往診などが必要になります。ま
た、施設内での感染防止対策も重要であり、安全に施設内療
養ができるよう、日頃から医療機関との連携体制を確保して
おくなどの対策が必要です。

　また、新型コロナウイルス感染症などの感染症発生時に
は、協力医療機関による相談対応や往診などが必要になるほ
か、施設内での感染防止対策も必要になることから、安全に
施設内療養ができるよう、日頃から医療機関との連携体制を
確保しておく必要があります。

文言の整理

3 6 187 26

　あわせて、感染症による集団感染が発生し、職員不足や利
用者がサービスを利用することが困難になった場合などに備
え、事業所や法人、グループ内で相互支援のための仕組みを
あらかじめ整備しておくことも重要です。

　あわせて、感染症による集団感染が発生し、職員が不足し
た場合や、利用者がサービスを利用することが困難になった
場合などに備えて、事業所や法人、グループ内で相互支援の
ための仕組みをあらかじめ整備しておくことも重要です。

文言の整理

3 6 188 2

○社会福祉施設等における感染症防止対策への支援
　社会福祉施設等における感染症防止対策について、業務継
続計画（BCP）の作成や感染症対策の専門家による実地研修
などへの支援を行います。

○社会福祉施設等における感染症防止対策等への支援
　社会福祉施設等における感染症防止対策について、業務継
続計画（BCP）の作成や感染症対策の専門家による実地研修
などへの支援を行うほか、医療機関との連携を強化し、適切
な施設内療養が行われるようにするため、助言や情報提供な
どにより支援していきます。

文言の整理
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